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用紙での配慮 印刷での配慮　　

FSC®認証紙の使用
適切に管理された森林の木材を原料にして
いる紙を使用しています。

水なし印刷
有機物質を含んだ廃液が少ない、
水なし印刷方式で印刷しています。

Non-VOCインキの使用
VOC（揮発性有機化合物）成分ゼロ
の環境に配慮した100％植物油イン
キを使用しています。

〒100-0004 東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル
Tel: 03-5201-5111（大代表）
japan.renesas.com/
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編集方針
本レポートは、従業員をはじめお客様、地域社会の皆様、お取引先の皆様、
株主・投資家の皆様など、当社の事業に関係する多くのステークホルダー
の皆様に当社のCSRに関する考え方と具体的な取り組みをわかりやすく
ご報告し、皆様との双方向のコミュニケーションを図っていくことを目的と
しています。
２０１３年版レポートは、以下をポイントに編集しました。
●特集ページでは、「海外（中国）におけるCSR活動」と「ルネサスエレクトロ
ニクスグループが目指す方向性」の２テーマを取り上げています。
ステークホルダーの皆様の関心が高いと思われる当社グループの注力分
野および重要市場の一つである中国でのCSR活動を紹介しています。

参考にしたガイドライン
●環境省発行「環境報告ガイドライン2012年版」
●環境省発行「環境会計ガイドライン2005年版」
●GR I「サスティナビリティリポーティングガイドライン2006（第3版）」
●（財）日本規格協会「ＩＳＯ２６０００：２０１０ 社会的責任に関する手引き」

報告対象範囲
本レポートの対象範囲「ルネサスエレクトロニクスグループ」とは、国内
21社（含むルネサスエレクトロニクス）、海外33社のグループ会社となり
ます。

報告対象期間
2012年4月1日～2013年3月31日を中心に、同期間後の活動内容も含んでい
ます。

発行
2013年9月(次回発行：2014年8月予定)

報告媒体
当社のCSR活動に関する情報は、本レポートに掲載したもののほか、Webサ
イト上にも公開しています。
japan.renesas.com/comp/csr/
japan.renesas.com/comp/eco/
なお、経済性報告については、Ｗｅｂサイト上での情報開示をしています。

会社概要
編集方針・目次
トップメッセージ
ルネサスエレクトロニクスグループの事業内容
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コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント
コンプライアンス

ＣＳＲマネジメント

お客様のために
株主・投資家の皆様のために
お取引先様とともに
販売パートナーとともに
従業員とともに
地域社会とともに

社会性報告

ルネサスエレクトロニクスグループの環境活動
エコマネジメント活動
エコファクトリー活動
エコプロダクト活動
エココミュニケーション活動

環境報告

世界各地にある拠点において、地域に根ざしたCSR活動を
行っていますが、今回は中国拠点のCSR活動をご紹介します。

市場環境の課題に対して、当社グループの強みを生かしてど
のように対応していくのかご紹介します。

特集

特集

9

瑞薩半導体（北京）有限公司
における取り組み 6

海外におけるCSR活動

強みを生かした3つのソリューション提供
ルネサスエレクトロニクスグループが目指す方向性

会社概要

特集特集

特集特集

海外におけるCSR活動

瑞薩半導体（北京）有限公司
における取り組み

ルネサスエレクトロニクスグループが
目指す方向性

強みを生かした
3つのソリューション提供

商号 ルネサスエレクトロニクス株式会社
（英文） Renesas Electronics Corporation

本店 神奈川県川崎市中原区下沼部1753

本社事務所 東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル

設立 2002年11月1日
 （2010年4月1日ルネサスエレクトロニクス株式会社として営業開始）

資本金 1,532億円（2013年3月末現在）

主な事業 各種半導体に関する研究、開発、設計、製造、販売およびサービス

従業員数 （連結）約33,840名（2013年3月末現在）

Webサイト japan.renesas.com（日本語版）
 www.renesas.com（英語版）

North
America

South
America

Europe

Asia

Japan

○ 製造・製造支援
ルネサスエレクトロニクス
ルネサス北日本セミコンダクタ
羽黒電子
ルネサス山形セミコンダクタ
ルネサス那珂セミコンダクタ
ルネサス東日本セミコンダクタ
ルネサス甲府セミコンダクタ
ルネサス柳井セミコンダクタ
ルネサス関西セミコンダクタ
ルネサスセミコンダクタ九州・山口
ルネサスセミコンダクタエンジニアリング

○ 設計・開発・応用技術
ルネサスエレクトロニクス
ルネサスソリューションズ
ルネサスマイクロシステム
ルネサスデザイン
ルネサス高崎エンジニアリングサービス
ルネサス武蔵エンジニアリングサービス
ルネサス北伊丹エンジニアリングサービス

○ 販売
ルネサスエレクトロニクス販売

○ 事業会社・その他
ルネサスモバイル
ルネサスエスピードライバ

○ 製造・製造支援
Renesas Semiconductor (Beijing) Co., Ltd.
Renesas Semiconductor (Suzhou) Co., Ltd.
Shougang NEC Electronics Co., Ltd.
Renesas Semiconductor Singapore Pte. Ltd.
Renesas Semiconductor (Malaysia) Sdn. Bhd.
Renesas Semiconductor Technology (M) Sdn. Bhd.
Renesas Semiconductor (Kedah) Sdn. Bhd.
Renesas Semiconductor KL Sdn. Bhd.

○ 設計・開発・応用技術
Renesas Design Vietnam Co., Ltd.
Renesas Semiconductor Design (Beijing) Co., Ltd.
Renesas Semiconductor Design (Malaysia) Sdn. Bhd.
Renesas Electronics Brasil-Servicos Ltda.

○ 販売
Renesas Electronics America Inc.
Renesas Electronics Canada Limited
Renesas Electronics Europe Limited
Renesas Electronics Europe GmbH
Renesas Electronics (China) Co., Ltd.
Renesas Electronics (Shanghai) Co., Ltd.
Renesas Electronics Hong Kong Limited
Renesas Electronics Taiwan Co., Ltd.
Renesas Electronics Singapore Pte. Ltd.
Renesas Electronics Malaysia Sdn. Bhd.
Renesas Electronics Korea Co., Ltd.

○ 事業会社・その他
Renesas Design France S.A.S
Renesas Mobile Europe Oy
Maculatusix Oy
Renesas Telecommunication Technology Ltd .Corp.
Renesas Mobile India Private Limited
Renesas SP Drivers Taiwan Inc.

国内拠点 海外拠点
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代表取締役会長兼CEO

作田 久男

当社は、2010年に会社統合して以来、事業ならびに製品

の選択と集中、工場の譲渡・閉鎖等により固定費の削減を着

実に実行し、損益分岐点を低減してきましたが、①東日本大

震災や急激な円高の進行、②こうした影響を受けた市場や顧

客の変化に追随できなかったこと等により、2012年度の事業

活動は、残念ながら、ステークホルダーの皆様のご期待に沿

うことはできませんでした。

企業が持続的に発展するためには、安定的な収益を生み

出すことが不可欠でありますが、それだけが企業の存在意義

ではありません。私は会社の存在そのもの、事業そのものが

CSRでなければならないと考えています。「何のための事業

か」自分自身が納得し、そして多くのステークホルダーの方に

理解していただける事業運営をしていく所存です。

当社は、未来を切り拓く優れた半導体技術を数多く有して

います。従業員の一人ひとりが自らの意思で考え、自ら行動す

ることによって、社会の中で役立つ技術、製品、サービスを提

供できるものと確信しています。

従業員の一人ひとりがCSRの実践者となり、すべてのス

テークホルダーとの共存共栄を目指すという強い覚悟を持っ

て、CSR経営を実践していきます。

　企業価値とは、売上げや利益などの経済的価値と倫理や

道徳、正義といった社会的価値との掛け算で決まると考えて

います。つまり、どちらかがゼロまたはマイナスになれば、トー

タルの企業価値はゼロまたはマイナスとなります。経済的価

値と社会的価値を車の両輪のようにとらえ、バランスよく高め

ることが企業の社会的責任であって、これが実現できて始め

て、ステークホルダーの信頼が獲得できると考えています。

当社では、CSRを社会的課題の解決と自社の持続的成長

の同時実現を目指す戦略ととらえています。このための手段と

して、当社の価値観である企業理念を会社全体で共有し、

日々の業務の中で実践することが重要であり、当社が保有す

る得意技術で、社会の課題の解決策を一つでも多く提供して

いきたいと考えています。これがルネサスエレクトロニクスの

社会的責任につながります。

また、この実現の前提には、職場に活気があって、働く人が

「ワクワクドキドキ」していなければなりません。これがなけれ

ば、イノベーションも出てこないし、成長もないでしょう。

従業員一人ひとりが自律し、モチベーションを高くして、創

造力を発揮できるような「ワクワクドキドキできる会社」、「明

るく働ける職場」を目指していきます。

私たちを取り巻く国際社会には、地球温暖化問題、水資源

問題、エネルギー問題といった地球規模での課題をはじめと

して、貧困や人権問題など社会全体で取り組まなければなら

ない課題が山積しています。こうした課題を解決しない限り、

夢のある未来はやってきません。

これらの課題は、一企業で解決できるようなものではありま

せんが、課題解決に向けて、私たちとしてやるべきこと、やれる

ことはたくさんあると考えています。

現在、環境への配慮と快適な暮らしを両立させる社会の実

現が求められていますが、当社はこうした社会のニーズに

合った優れた技術・強い製品群を有しており、最適なソリュー

ションの創出ならびにきめ細かいサービスの提供によって、持

続可能な社会の実現に貢献していきます。

また、人権や環境問題に対してもこれまで以上に配慮する

よう取り組んでいきます。当社は、2008年より国連が提唱す

る人権・労働・環境および腐敗防止の４分野における国連グ

ローバル・コンパクトの10原則に賛同し、支持しています。こ

の10原則を遵守、実践することによって、グローバル企業とし

て、持続可能な社会づくりにも貢献していきます。

半導体産業は、エネルギー、水などの資源を大量に消費す

る環境負荷が大きい産業の一つです。当社グループは、製造

ラインの省エネルギー仕様への移行、CO2削減のための製造

条件の最適化、水資源の再利用など環境負荷低減活動にも

積極的に取り組んでいます。

全世界のお客様のニーズに応える信頼されるパートナー

になることを目指し、世界シェア１位のマイコンを中核に、高

い競争力を持つ製品や最適なソリューションを迅速に提案、

提供していきます。

このためには、お客様をはじめとしたステークホルダーの皆

様との対話は、非常に重要であると考えています。あらゆる機

会を通じて、皆様の声に耳を傾けていきたいと思います。

ものづくりの原点に立ち返って、徹底した意識合わせと情

報・技術・ノウハウの共有をトップ自ら実践していきます。

お客様のニーズをいち早くとらえ、求められている期待に的

確に応えていくことが重要であり、企業が社会に役立ってこそ

存在価値があり、利潤を上げることができ、存続していけると

考えています。

お客様からのご要望やご相談、エンドマーケットの変化に

対し、素早く対応できる即応力を高めていきます。また、お客

様に限らず、関係するすべてのステークホルダーの期待に応

えられるよう事業を推進していきます。

当社グループは、社会の一員として、常にステークホルダー

の皆様の声に耳を傾け、地域社会との交流を図るなど、従来以

上にステークホルダーへの意識を強めていきます。こうした取り

組みを通じて、社会から信頼され、必要とされる会社を目指して

いきますので、皆様の引き続きのご支援をお願い申し上げます。

確かな技術で未来を切り拓きます

Q１

Q2

Q3

Q5

A１

A2

A3

Q4
A4

A5

２０１２年度は、震災や急激な円高の影響による顧客変
化に追随できませんでした。さらに強い覚悟で、ステー
クホルダーと共存共栄できるＣＳＲ経営を実践してい
きます。

社会的課題の解決と、自社の持続的成長の実現を目指
す戦略であると考えます。

課題は山積みであり、解決しない限り夢のある未来はやっ
てきません。当社は社会的課題を解決する最適なソリュー
ションの創出、きめ細かいサービスの提供、そして国連グ
ローバル・コンパクトの１０原則の実践をしていきます。

ＣＳＲの社会動向に対してどのように考えて、
どのように取り組んでいますか。

あらゆる機会を通じて皆様の声に耳を傾け、全世界の
お客様にとって信頼されるパートナーになることを
目指しています。

ステークホルダーとどのように対話し、
どのような価値を社会に提供していきますか。

社会の一員として皆様の声に耳を傾け、社会から信頼
され、必要とされる会社を目指していきます。

ステークホルダーの皆様にメッセージを
お願いします。

２０１２年度の事業活動の総括や、
今後の抱負と決意を教えてください。

ＣＳＲの位置づけと目指す姿について教えてください。

トップメッセージ
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売上高
（億円）

総資産
（億円）

国内・海外
売上高比率

当期純損益
（億円）

事業内容とセグメント別売上高比率
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55%
国内

45%
海外

主なアプリケーション
● 自動車　● 産業機器
● 民生用電子機器（デジタル家電、白物家電、ゲーム）
● パソコン／パソコン周辺機器
  （ハードディスクドライブほか）

主な製品
● マイクロコントローラ

主なアプリケーション
● 自動車　● 産業機器

● パソコン／パソコン周辺機器（ハードディスクドライブほか）
● 民生用電子機器（デジタル家電、白物家電、ゲーム）

主な製品
● パワーMOSFET

● ミックスドシグナルIC   ● IGBT
● ダイオード    ● 小信号トランジスタ
● 表示ドライバIC   ● 化合物半導体

SoC事業

主なアプリケーション
● 携帯端末　● ネットワーク機器
● 産業機器
● パソコン／パソコン周辺機器
  （ハードディスクドライブ、USBほか）
● 民生用電子機器 （デジタル家電、ゲーム）
● 自動車（カーナビゲーション）

主な製品
● ASIC　● ASSP

マイコン事業

アナログ＆
パワー半導体事業

42%

%24

33%

瑞薩半導体（北京）有限公司は、ハイテク半導体企業として良質な半導体製品と真摯なサービスをもって、
以下の指導方針のもと、世界の美しい明日と社会のために貢献を続けてゆきます。

1.ユーザー至上主義
ユーザーからの要求には迅速に対応し、高品質のソリューション
を提供し、ユーザーからの信頼を得るべく努力を続けます。

2.公正な経営
公平かつ透明な経営を行い、企業価値の最大化に努めます。

3.健康的な職場
安全で自由で活気ある、従業員が能力を最大限に発揮できる職場
づくりを目指します。

瑞薩半導体（北京）有限公司としてのＣＳＲの考え方

会社概要

4.グローバル企業
各国の文化、歴史、習慣、風俗を尊重し、強制労働や児童労働に
反対し、国際社会の一員として世界の発展に寄与していきます。

5.環境との調和
半導体製品の開発、製造、販売を推進するとともに、環境への配慮
を行い、製造過程における環境への影響を最小限に抑える努力を
します。さらに気候や生態系の変化などの環境問題を配慮し、企業
活動を通じ、人と環境との調和を実現した地球に優しい会社を目
指します。

1

北京

当社グループは、世界各地に生産および販売の拠点を置き、地域に根ざした企業として、その地域の特性に応じた
さまざまなCSR活動を行っています。その一例として、中国北京にあります会社の取り組みを紹介します。
当社グループは、中国を最重要市場の一つととらえ、中国内販売会社、設計会社とも連携を強化し、
中国の持続可能な発展に貢献すべく、事業を展開しています。

社名 瑞薩半導体（北京）有限公司
 Renesas Semiconductor (Beijing) Co., Ltd.
 略称：RSB

住所 中国北京市海淀区上地信息産業基地8街7号
 7# 8th Street, Shangdi Information
 Industry Base, Haidian District,
 Beijing 100085, China

設立年月日 1996年3月29日

主な事業 半導体デバイスの製造（後工程）

従業員数 2,175名（2013年4月時点）

ルネサスエレクトロニクスグループの事業内容
特集特集

海外におけるCSR活動

瑞薩半導体（北京）有限公司
における取り組み
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TOPICS

恵まれない子供たちを支援
受刑者の子供たちを養育している民間団体（太陽村）を支援する
活動を行っています。太陽村は、政府等からの支援はなく、社会か
らの寄附で運営されており、従業員から寄せられた衣類、学習用
品、玩具などを寄贈しました。

少数民族を支援
従業員から寄せられた衣類や日用品等を、少数民族の方に寄贈し
ています。
2012年は、707点の品 と々義援金をチベットの方に寄附しました。

＊クリーン生産認証：中華人民共和国「クリーン生産促進法（2003年施行）」に基づき、
　各地域の政府機関が環境に配慮した高度なクリーン生産を達成している企業を認定する制度。

従業員の健康・安全意識向上施策
●従業員が作成した安全絵画展による安全意識の向上
●目などのリフレッシュ体操の実施
●喫煙室の利用時間制限を設定

人間性の向上施策
①読書推奨活動、②詩歌朗読会、③家族や友人に「感謝カード」
を贈る活動等を通じて、知見や人間性の向上に努めています。
こうした地道な活動により、離職率が低減する傾向にあります。

法律の勉強会
弁護士を招いて、法律の勉強会を継続して実施しています。中国
でも、詐欺メールや銀行でのスキミング等の被害が増えており、
2012年は「詐欺防止」をテーマに実施しました。

工場内の緑化活動
北京の環境保護活動の一環として、全員参加による工場内緑化
活動を推進しています。これまでに、桜・ポプラなど約200本に加
え、バラ約2,200本を植えました。

環境討論会の開催
環境問題の理解を深めるために、環境保護に関する「環境討論
会」を開催しています。論争を通じて、自身の素養を高めるととも
に、環境に関する意識の向上にも大いに役立っています。例として
は、社内でのゴミの分別に対して以前より関心が高まり、きちんと
分別が行われるようになるなどの意識変化が見られます。

1

地域社会への貢献活動 健康・安全をテーマにした活動

人材育成に関する活動
環境をテーマにした活動

瑞薩半導体(北京)有限公司では、中華人民共和国クリーン生産促進法の趣旨に賛同し、環境負荷低減活動を推進し
ています。2012年11月に北京市発展改革委員会へクリーン生産審査を申請し、書類審査ならびに現地審査を経て
2013年1月に認定を取得しました。

①メッキ材料削減： メッキ液11,034Kg、樹脂2,146Kg、
　 OA用紙485.5パック、オイル4,056L
②水道用水量削減：37,926トン
③電気使用量削減：377万KWh
④蒸気使用量削減：1,930トン
⑤廃水排出量低減：37,926トン
⑥廃棄物低減： 樹脂2,146Kg、OA用紙485.5パック、
　 メッキ廃液11,034Kg

クリーン生産活動の推進　『クリーン生産認証＊』取得

取得のための準備から開始まで

活動成果
クリーン生産の環境効果（年）

①材料消耗品費用削減：62.37万元（メッキ液35.75万元、
　樹脂22.55万元、OA用紙1.04万元、オイル1.69万元などを含む） 
②水道水費用削減：23.55万元
③電気料金削減：248.75万元
④蒸気料金削減：46.33万元
⑤廃水処理費用削減：24.88万元
⑥メッキ廃液処理費用削減：2.1万元、樹脂処理費用削減：24.81万元

　経済効果合計：432.78万元

クリーン生産の経済効果（年）

●活動意識の向上
社長、部長クラスの環境保全、法令法規
遵守意識を高めるとともに、従業員全員に
経営持続の3つの柱である「環境、品質、
安全」や活動のメリットを周知しました。

●使用エネルギーや用水量の現状把握
電力、蒸気、用水量の順で高コストであ
ることが明確になり、これら３項目の詳
細分析を行い、削減施策を進めました。

●キックオフ会議
クリーン生産審査の受審を2012年度
の総経理方針にするとともに、年度の重
要課題であることを示達しました。

Voice

活動説明会
LED照明

外部専門家
の講演

ハンド
ブック作成

掲示例

① 44チームの改善活動
従業員が44のプロジェクト
チームにわかれて、それぞれ
のテーマで改善活動を実施。

② 全従業員への活動説明会
クリーン生産の概要、要求、
審査方法、企業メリットなど
について説明を行いました。

③ 外部専門家の講演
北京市メッキ表面工程協会
の専門家を招き、活動の責任
者へクリーン生産活動の意
義と目的について講演いただ
きました。

④ 啓発活動
ハンドブックの作成、ポス
ターの掲示、社内Webへの
掲載を行いました。

省エネ乾燥機

当社では、コ－ポレ－ト・ガバナンスを基盤に、品質・安全・環境管理が製造会社の根幹として重要であることを、全
従業員に浸透させています。今回のクリ－ン生産認証取得は、認証取得後も継続した環境負荷低減活動が必要で
す。このため、従業員から自発的な省エネ改善提案を募るとともに、必要に応じた環境投資を実施することによっ
て、生産と環境の調和を図り、地球環境に優しい会社の実現に尽力していきます。（董事長兼総経理　森 健人）

活動と成果

特集特集
海外におけるCSR活動

瑞薩半導体（北京）有限公司における取り組み
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地球上の人口は現在約70億人ですが、
アジアをはじめとする新興国の占める割
合が約8割であり、新興国の中でも特に
中間層の拡大が進んでいます。マクロ環
境としてより多くのエネルギーが消費さ
れるという流れは、今後益々拡大するも
のと予想されます。

新興国や人口ピラミッドにおける
中間層の拡大

2

新興国と
中間層拡大
新興国と
中間層拡大

省エネ・
環境・
電力効率

省エネ・
環境・
電力効率

制御とITの
融合
制御とITの
融合

当社グループを取り巻く市場環境の変化 当社グループの強み 3つのソリューションによる
当社グループ製品のご提供

新興国の
所得層別
人口の推移

モータの 
世界市場規模
約120億個/年

全分野で制御と
ITが融合する時代へ

モータの
インバータ化が
急速に進展

お客様への
提供価値

マイコン
制御なし

マイコン
制御

イ
ン
バ
ータ

制御

クラウド

IT

制御

■低所得層
■下位中間層
■上位中間層
■富裕層

デバイス・
ソリューション

プラットフォーム・
ソリューション

キット・
ソリューション

評価ソフト

MCU, ASSP

サンプルSW

SoC MCU  A&P

優位化技術

SoC MCU  A&P

ソリューション・メニュー

’00 ’05 ’10 ’15 ’20

進化を続ける世界
シェアNo.1のマイコン
●グローバルな販売網と顧客サ
ポート力

●新興国需要に向けたソリュー
ション対応力

省エネに貢献する
低消費電力技術
●低電力デバイス（RL78など）
●マイコンとパワー半導体で
培った低電力システム技術
（インバータ制御）

マイコン（制御）と
SoC（IT）の融合技術
● 世界をリードするインテグ
レーション技術

●マルチコアCPUの高集積化
技術（車載情報システム向け
SoCなど）

当社グループは、進化を続ける世界シェ
アNo.1のマイコンや、低消費電力技術、
制御を司るマイコンとITを牽引する
SoCの融合技術、さらには車載・産業分
野で培った高い信頼性、安全で安心な
技術などの強みを最大限に活用します。

省エネ・環境・電力効率
モーターは世界の電力消費の約6割を
占めていますが、日本の省エネ家電

ではすでに当たり前になって
いるインバータ制御
技術も欧米や新

興国ではまだ普及率が
低く、世界的な省エネ・環境重視

という流れの中で、インバータ化が急速
に進展しています。

本項では、当社グループを取り巻く市場環境の変化についてご紹介するとともに、
当社グループの有する強みを通じて市場環境が示す課題にどのように対応していくのかをご説明します。

クラウドコンピューティングなど新たな
IT技術の登場に伴って、制御技術とIT技
術を融合させたより高度なサービスや、
安心・安全、便利・快適、省エネなどを実
現するためのさまざまな取り組みが、先
進国を中心に始まっています。

制御とITの融合

これまで半導体の事業モデルは、お客様の製品に必要なマイコ

ンや、アナログ、パワー半導体製品などを個別に提供するデバイス・

ソリューションが中心となっていました。

一方、マイコンやアナログ、パワー半導体を組み合わせ、お客様

の製品に最適化したキット・ソリューションとして提供するモデル、

さらには製品の複雑化、高機能化に伴い、優位化技術やソリュー

ション・メニューを含めたプラットフォーム・ソリューションとして提

供するモデルへの要求が高まっており、当社グループはお客様の状

況に応じて異なるこれらのニーズに対応するための取り組みを強

化しています。

特集特集
ルネサスエレクトロニクスグループが目指す方向性

強みを生かした
3つのソリューション提供
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●適時適切で公平な情報開示
●説明会などの開催による積極的な対話
●利益の適正な還元

●CSR調達の推進
●公平な取引

●製品やサービスの優位性の共有
●お客様との緊密なコミュニケーション

●地域社会とのコミュニケーション
●次世代育成支援活動

●エコマネジメント活動
●エコファクトリー活動
●エコプロダクト活動
●エココミュニケーション活動

●人権の尊重
●能力の開発・活用のための機会提供
●安全な職場環境の構築

私たちルネサスエレクトロニクスグ
ループは、高度な技術力に培われた優
れた半導体製品と、誠意あるサービスを
提供することで、世界中の人々の夢のあ
る未来をつくる企業として、持続可能な
社会の実現に寄与します。
そのため、法令を守り、高い倫理観を

もって全てのステークホルダーとの共
存共栄を図りながら、右記の指針に基
づいて誠実に行動します。

お客様のために
お客様のニーズに迅速に応え、最適かつ高品質の
ソリューションを提供することでお客様満足の最
大化を図り、確固たる信頼を獲得してまいります。

健全な企業活動のために
公平、公正かつ誠実で透明性の高い企業活動を推
進し、すべてのステークホルダーの皆様に対し、事
業活動内容の積極的な公開に努めます。また、持
続的に成長する事業活動を推進することで、企業
価値の最大化に努めます。

働きやすい職場を目指して
従業員等の個性を尊重し、一人ひとりの資質と能
力が最大限発揮できる、やりがいのある安全で自
由闊達な職場づくりを推進します。

ルネサスエレクトロニクスグループCSR憲章 2010年4月1日制定

2012年度CSR推進項目と実績

CSR推進体制

2013年度CSR推進項目とISO26000との対照

●CSRレポートの従業員への周知
●CSRに関する教育の実施

●「CSRガイドブック」および「チェックシート」の作成
●主要取引先に対して協力要請の実施

●大規模地震対応BCPガイドラインの改訂および拠点展開
●生産拠点の耐震強化の推進　●BCP教育の実施

●女性、外国人の重点採用活動の実施
●人権啓発に関する教育の実施

●CSRレポート比較サイトへ掲載し、社外のステークホルダーに活動をPR
 （PDF版および電子ブック版で、より読みやすいよう配慮）

●顧客等の調査、アンケートに誠実に回答

●組織統治／コミュニティへの参画及び発展

●公正な事業慣行

●消費者（お客様）課題

●労働慣行／人権

2012年度推進項目

従業員のCSR意識のさらなる浸透・定着に向けての活動継続1.

取引先に対して、当社グループのCSR活動の方針・考え方への協力要請2.

有事の際のBCPのさらなる実効性の向上3.

ダイバーシティの推進と人権問題を発生させない職場風土の確立4.

CSR活動の社内外への情報発信と
地域社会とのコミュニケーションの強化

1.

サプライチェーンを巻き込んだCSR活動の展開2.

迅速、誠実な顧客対応によるステークホルダー（お客様）の信頼の向上3.

ダイバーシティの推進と人権問題を発生させない職場風土の確立4.

CSR活動の社内外への情報発信とステークホルダーとの
コミュニケーションの強化

5.

迅速、誠実な顧客対応6.

活動実績

2013年度推進項目 ISO26000の中核主題

CSR推進委員会
委員長：ルネサスエレクトロニクス会長兼CEO
●方針、目標その他重要事項の決定
●重点施策の審議、決定　●活動全般の報告

●CSR活動計画の策定と実施　●地域社会とのコミュニケーションの実施
●従業員へのCSR教育の実施　●CSR活動の事務局への報告

責任者：事業所長

施策　　展開 施策　　展開

事業所
責任者：社長
関係会社

グローバルカンパニーとして
世界の国および地域の歴史、文化、慣習、人権を尊
重し、強制労働や児童労働は一切行いません。ま
た、国際社会の一員として世界各地の地域社会に
貢献します。

環境への優しさをもって
環境に配慮した半導体製品の開発・製造・販売を
促進すると同時に、開発から廃棄にいたるまで環
境負荷の低減を図ります。また、気候変動や生物
多様性などの地球全体にかかわる課題に対して
も、自らの事業活動を通じて人と環境の調和を図
ります。

CSR憲章

社会の変化や時代の要請に
対応した C S R 活 動

販売
パートナー

株主
投資家

●安全で優れた製品、細やかなサービスの提供
●適切な情報提供、対話

お客様

地域社会

環境

従業員

お取引先

企業ビジョン

企業理念

ルネサスエレクトロニクスは、夢のある未来をつくる企業を目指し、 
叡智を結集した新技術により、地球と共生して人々が豊かに暮らせる
社会の実現に貢献します。

私たちは、創造力を発揮し、絶え間ない技術革新により、世界中のお客様の
ニーズに誰よりも早く応えます。そして、信頼されるパートナーとして、
持続的に成長する強いグローバル半導体企業を目指します。

当社グループは、企業理念に基づく事業活動を通じて、直面する環境、人権、貧困、途上国支援などの社会的課題の解決に貢献
していくことが私たちに期待されているCSRであると考えています。
このため、当社グループは環境的、社会的、経済的の3つの側面からバランスがとれた事業活動を行うとともに、お客様、
お取引先、株主、地域社会など、さまざまなステークホルダーの方 と々良好な関係を保ち、対話を尊重しながら、社会的課題に
対して積極的に取り組み、社会の持続的発展に貢献していきます。

企業市民として社会的責任を全うし、当社グループならび

に社会の持続的な発展を目指すために、2010年4月に「ルネ

サスエレクトロニクスグループCSR憲章」を制定しました。この

憲章を当社グループの役員および従業員の行動の指針とし、

各種法令を遵守し、高い倫理観を持って行動します。

また、会長兼CEOを委員長とする「CSR推進委員会」を設置

し、当社のCSR活動における方針、目標および重点的に活動す

べき推進項目を決め、グループ全体でCSR活動を展開してい

ます。CSR活動の推進に当たっては、国内の事業所およびグ

ループ会社の事業所長および社長を「CSR推進責任者」とし、

各拠点において、積極的なCSR活動の実践に努めています。

CSR憲章と推進体制

ルネサスエレクトロニクスグループのCSR
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ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

当社グループは、お客様のニーズに迅速に応え、最適かつ高
品質のソリューションを提供することでお客様満足の最大
化を図り、信頼を獲得していくことを基本方針の一つとして
います。この方針に基づき、営業・開発・生産・スタッフ各部
門の従業員一人ひとりが、お客様を意識して日々の事業活
動を実践しています。

お客様の声からすべてが始まる

確認
お客様満足度調査
課題の発掘

Check
1

処置
課題の改善

Action
2

計画
企業イメージ、
サービス・製品

Plan
3

実施
企業活動

Do
4

優れている 12%

136社の
お客様

【総合評価】
営業活動の質、セット開
発への技術サポート、お
客様への有効な提案、
製品の品質等９項目の
カテゴリを総合した評価

劣っている 1%

やや劣っている 8%

他社並み 38%

やや優れている 41%

2,000

1,500

1,000

500

0

2012年 2013年

（件数） マイコン ツール A&P その他

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

トップマネジメント・コミットメント

半導体が大きな影響をもたらす社会において、
高品質・高信頼性の半導体製品とサービスにより
お客様の満足と社会の発展を目指します

私たちは一貫したマネジメントシステムに従い、営業・開発・製造など
全てのプロセスにおいて次のとおり行動します

● 倫理・法規制を遵守します　● 安全・安心な製品を提供します
● 製品とサービスの品質向上を図ります
● 品質マネジメントシステムの継続的改善を図ります

品質方針

品質目標

事業部
総合品質の継続的改善活動

全社方針展開

不具合品
（情報）

お客様

故障解析

原因究明
再発防止
対策実施

対策実施の
確認・フォロー

対策実施の
確認・フォロー

報告

報告

回答

報告

営業
部門

品質
保証
部門

設計
部門

製造
部門

品質
保証
部門

お
客
様
の
た
め
に

全社的な改善活動の推進で
CSを追求
当社グループは、お客様からいただいたご意見・ご要望が、

お客様の満足度（CS：Customer Satisfaction）向上を図る

ための貴重な経営資源であると考えています。これらの経営

資源をCS向上につなげるために、全社の活動として改善に取

り組んでいます。その結果を経営層に報告するとともに、広く

当社グループ内に公開し、全従業員で情報を共有しています。

CS推進マネジメント概念図

お客様満足度調査の実施で
CSとコミュニケーションを強化
当社グループはお客様や販売パートナーの皆様から、日々、

お客様ニーズなどに関する情報をいただいています。これに加

え、当社グループでは毎年「お客様満足度調査」を実施し、製

品、サービスや事業活動の改善に活用しています。

2011年度に実施した当社の震災対応に関するアンケート

お問い合わせ窓口として
コンタクトセンタを設置
当社グループの製品を安全、適切かつ有効にご利用いただ

くため、技術的な使い方をサポートするお問い合わせ窓口を設

置し、当社製品に関する各種技術情報などを提供しています。

2012年度の年間受付件数は、約18,200件にのぼりました。

お問い合わせ窓口では迅速かつ的確な対応に努めています。

また、お客様からいただきました声は、当社各部門にフィー

ドバックし、ドキュメントやホームページなどの改善活動に活

用しています。特に、多くのお問い合わせの中から共通する重

要な事項につきましては、FAQ（Q&A集）を作成し、社外向け

Webサイト上に掲載するなど、お客様への情報公開に努めて

います。さらに、FAQは定期的に見直しを行い、内容の充実を

図っています。

japan.renesas.com/support/index.jsp
Web

お問い合わせ/サポート FAQ

品質向上に関する方針

当社グループは、品質に関してトップマネジメントがコミット

メントした品質方針に基づき、年度ごとに具体的な品質目標を

定め、この目標達成に向けて、開発・設計、製造、およびサポー

トの各プロセスで総合品質の継続的な改善に取り組んでいま

す。各事業部門では、品質目標に基づき、半期ごとに品質向上

に向けた重点活動を設定し、これを達成するための実行計画

を策定・実行します。この実行計画は、半期単位でその達成度

の確認と見直しがされる、改善サイクルで運用しています。

品質方針展開フロー

では、結果の分析をもとに、情報発信のルートやタイミングの

見直しを行うとともに、お客様へのリスク情報の開示とリスク

の共有化の協議を行う等お客様とのコミュニケーションを強

化する活動を進めています。

また、当社グループでは、2012年度より、3月11日を「安心

と信頼の日」と定め、お客様からの信頼を定期的に検証・改善

し総点検し、さらなる信頼向上を目指すこととしました。その

一環として、2013年3月にお客様満足度調査を行い、国内外

の136社のお客様から382件の回答をいただきました。当社

グループは、この結果を全社で共有するとともに、改善につな

げる全社的な活動を通して、継続的なCS改善に取り組んで

いきます。

お客様による当社の評価［総合評価］

品質保証システム

当社グループは、開発・設計から製造・納入に至る全社レベ

ルの品質保証システムの構築と実践により、お客様に一層ご

満足いただける高品質・高信頼性の製品とサービスを提供し

ています。その中でも多くの自動車関連メーカーのお客様に

製品を納入していることから、自動車業界のセクター規格に

沿ったツールを使用し、お客様固有のご要求への対応も含め

継続的な品質向上に取り組んでいます。

さらに、品質マネジメントシステムの統合を図り、国際規格

である「ISO 9001」はグループ全体で、自動車業界のセク

ター規格である「ISO／TS 16949」は、製造拠点とその支援

サイトで認証を取得しています。

不具合製品調査と是正処置

出荷した製品がお客様の受入段階、組み立て・調整段階、

フィールド稼働段階で不具合を生じた場合、その原因の追究

と必要な是正処置を、品質保証部門が中心となって実施しま

す。品質保証部門では、営業部門からの情報に基づいて、お客

様での不具合状況を把握するとともに、各種の測定・解析装

置を用いて不具合品の故障の解析をします。これらの調査で

判明した結果に基づいて、設計部門・製造部門などの関連部

門が協議し、必要な是正処置を取るとともに、お客様に調査

結果を報告します。

不具合品調査フロー

社会性報告
お客様のために

お問い合わせ内容の内訳
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第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

決算発表

株式

その他

法規制、環境規制の遵守（製品安全・環境品質）

お客様

アクション
情報の流れ
関連

開発 設計・試作 製造工程 テスト・検査

品質・信頼性の改善（向上）
●故障解析　●信頼性技術　●故障物理　●データ収集

サポート品質
●品質情報提供　●ご利用ガイド提供　●不具合品解析

●お客様認定支援　●品質打ち合わせ

設計の品質管理 製造の品質管理 製品の品質管理

決算説明会

アニュアル・レポート 2012
2012年3月期

ルネサス エレクトロニクス株式会社

2012年度

上期

証券コード：6723

株主通信
2012年4月1日から2012年9月30日まで

ルネサス エレクトロニクス株式会社

010_0088401602412.indd   2 2012/11/16   19:53:34

株主通信

アニュアル・レポート

2012年度 IRカレンダー

ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

当社は、「ルネサスエレクトロニクスグループ CSR憲章」に
基づき、公平、公正かつ誠実で透明性の高い企業活動を推
進し、すべてのステークホルダーの皆様に対し、事業活動内
容の積極的な公開に努めていきます。当社は、IR活動の目的
を、株主や投資家の皆様から当社の企業価値が適正な評価
を受けることと考えており、この目的を追求するために、投
資判断に必要とされる情報を適時、公平、継続的に提供する
とともに、株主や投資家の皆様との双方向コミュニケーショ
ンを積極的に充実させていきます。

使用禁止物質非含有保証書、エビデンス（分析データ）の提供

ルネサス
エレクトロ
ニクス
グループ

部材
メーカー様

販売
特約店

セット
メーカー様

原材料
メーカー様

グリーン調達要求

品質保証システム

通期 第1四半期 第2四半期 第3四半期

アニュアル・
レポート 株主通信経営方針

説明
経営方針
説明

定時
株主総会

臨時
株主総会

報告書

社会性報告

お
客
様
の
た
め
に
／
株
主
・
投
資
家
の
皆
様
の
た
め
に

お客様のために 株主・投資家の皆様のために

各プロセスにおいての取り組み
開発・設計プロセスからの品質のつくり込み、製造プロセスの継続的改善による品質・信頼性の向上を実施しています。さらに、

製品の品質モニター、品質サポートにより総合的な品質保証体制を構築しています。また、品質には製品安全も含まれるという考

えのもと、品質向上活動の一環として半導体製品の製品安全を推進しています。

製品環境品質
当社グループは、開発・設計時の部材選定から製造工程で

の汚染防止に至るまで、全工程を通した含有化学物質管理に

はサプライチェーン全体で取り組む必要があるとの考えから、

お取引先様には使用禁止物質に係る非含有保証書や分析

データの提出、そしてサプライヤーオーディットによる管理体

制の確認をさせていただいています。販売会社および特約店に

は、使用する包装材の含有化学物質管理をお願いしています。

一方、当社からお客様に対しては、当社製品を安心してお

使いいただくために製品含有物質情報やRoHS指令＊による

禁止物質の分析データを提供しています。また、当社グループ

の含有化学物質管理の仕組みや実際の活動状況をお客様に

確認していただいています。
＊RoHS指令：電気・電子機器に対する特定有害物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、
臭素系難燃剤（PBB、PBDE））の含有を制限するEUの指令。

サプライチェーン全体での製品含有化学物質管理

●開発プロセス
当社グループは、製品の設計ルール微細化や回路の大規模化

に対応した設計・テスト手法と評価技術の高度化を継続的に進め
ています。また、開発の主要工程ごとに設けたデザインレビュー

（DR）では、変化点に着目したDR手法の適用を推進しています。
●製造プロセス

安定した“ものづくり”の実現に向けて、4M（Man,Machine, 
Material, Method）管理の改善に取り組むと同時に、統計的な工
程管理と製造現場における改善活動による品質つくり込み活動を
展開しています。また、異常の早期検出と是正による不良流出防止
活動を通じ、製品品質の管理を徹底しています。

●サポートプロセス
当社製品をお客様に安心してお使いいただくため、お客様によ

るシステム開発から物流・保守に至るまでの全プロセスにおいて、
製品情報提供とソリューション支援、お客様からのお問い合わせ
対応など、サポート品質の向上を進めています。
●製品安全

製品を安全にご使用いただくために、製品仕様面での配慮、製
品ドキュメントなどでの正確な技術情報の提供、環境規制対応情
報の提供など、多面にわたる活動を進めています。

IR活動の概要

当社は、IR活動の基本方針に基づき、株主、投資家、証券ア

ナリストの皆様に対し、事業内容、財務内容、経営戦略、その

他の重要な経営情報をわかりやすく提供するため、株主総会

や四半期ごとの決算説明会、事業説明会などにおいて、マネ

ジメント自らが皆様に直接語りかける機会を充実させていき

ます。また、当社は、機関投資家、証券アナリストの皆様と随時

積極的にミーティングを実施し、当社の事業活動に対する理

解を深めていただく場を提供していきます。さらに、国内・海

外、個人・機関投資家を問わず、より多くの皆様に適時、公平、

継続的に重要な経営情報をわかりやすく伝えることを目指

し、公表資料やIRサイトの充実を図っていきます。一方で、株

主、投資家、証券アナリストの皆様よりいただいた当社の事業

活動に対する評価・要望については、マネジメントをはじめ社

内で定期的に情報共有を行い、事業活動の向上、企業価値の

最大化に向けて役立てていきます。

情報発信ツールを活用した
コミュニケーション
当社は、株主・投資家の皆様に当社をよりご理解いただくた

めに、さまざまなツールを活用し、情報の発信を行っています。

特に当社のIRサイトでは、投資判断に有用と思われるプレスリ

リース、有価証券報告書、その他各種刊行物を掲載している

ほか、決算短信や決算プレゼンテーション（スピーチ文を含

む）などの決算関係資料、英文資料の充実にも努めています。

こうした取り組みを評価いただ

き、2012年には、大和インベス

ター・リレーションズ株式会社

より、2012年インターネット

IR・優良賞を受賞しました。
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ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

当社グループは、平等な競争機会を提供するとともに、公
正、公平かつオープンな取引を実践しています。また、環境
への影響が少ない材料・設備を、環境に配慮したお取引先
様から優先的に調達する「グリーン調達」に取り組んでいま
す。さらに、環境配慮の視点に、コンプライアンス、リスク管
理、人権保護などの視点を加え、サプライチェーンCSR活
動を展開しています。この活動を推進するためには、サプラ
イチェーンに関わるすべてのお取引先様にご協力をいただ
き、連携した取り組みを行っていくことが不可欠と考えてい
ます。

ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

当社グループは、国内外の各地域で、よりきめ細かいサービ
スをお客様に提供するために、販売会社による直接販売に
加えて、販売パートナーである販売特約店や代理店、海外の
ディストリビュータの皆様と連携した営業活動が不可欠と
考え、積極的にパートナーシップの強化に努めていきます。

社会性報告

お
取
引
先
様
と
と
も
に
／
販
売
パ
ー
ト
ナ
ー
と
と
も
に

お取引先様とともに 販売パートナーとともに

当社は、お取引先様へCSR推進に関し取り組んでいただき

たい項目として、「環境保全」「公正取引・企業倫理」「品質・安

全性」「情報セキュリティ」「安全衛生」「人権・労働」に関する

社会的責任などを掲げており、相互に連携した推進をお願い

お取引先様とのBCPの取り組み

お取引先様が、万一自然災害や事故などで被災された場合

に､いち早く情報を当社の緊急情報受付窓口へご連絡いただ

くようお願いしています。また、お客様のご心配を早急に払拭

していただくよう、入手した情報は平日、休日にかかわらず､国

内外の当社関係者へ迅速に展開・共有し、速やかな対策に結

びつける仕組みを構築しています。

国内
販売特約店の幹部の方を対象としたミーティングを年2回

以上開催し、当社グループの方針や、各事業本部の事業方針

を説明し、意見交換をしています。また、販売特約店の実務者

の方を対象に、毎月ミーティングを開催し、製品ラインナップ

の今後の展開や、技術情報を共有しながら、お互いの関係強

化を図っています。

海外
ディストリビュータの皆様と年1～2回のディストリビュー

タ・ミーティングに加え、マネジメントレベルで四半期ごとのレ

ビュー・ミーティングなどを通して、営業方針の確認、BCPの

共有や問題点の解決を図っています。

お取引先様とのコミュニケーション

当社グループの事業活動においては、お取引先様との円滑

なコミュニケーションが欠かせません。お取引先様からエレク

トロニクス業界ならびにお取引先様の業界の動向に関する情

報をいただき、また、社会の発展のための当社グループへの貴

重なご提案・ご意見をいただいています。

グリーン購買の推進

当社製品に使用する原材料などの調達に当たっては、環境

保全を積極的に推進しているお取引先様から、環境負荷が少

なく、有害物質を含まないものを優先的に購入するグリーン

調達を実施しています。当社要求事項は「グリーン調達ガイ

ドライン」として、お取引先様に開示するとともに、お取引先様

の環境保全への取り組みを定期的に調査させていただいて

います。また、RoHS指令＊などの法規制への対応・含有物質

調査なども、お取引先様からのご理解・ご協力のもと、推進し

ています。

また、業務用品・IT機器などの物品調達に当たっても、その

物品の環境負荷情報に基づき、環境に配慮した商品を積極

的かつ優先的に選定するグリーン購入を実施しています。

2012年度でのグリーン購入比率は、約80%を占めています。
＊RoHS指令：電気・電子機器に対する特定有害物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、
　臭素系難燃剤（PBB、PBDE））の含有を制限するEUの指令。

紛争鉱物問題への取り組み

アフリカのコンゴ民主共和国およびその周辺国において、

一部の鉱物が武装勢力の資金源となっており、人権侵害や紛

争の長期化につながるといわれ問題視されています。米国で

は米国上場企業に対し、紛争鉱物（金、タンタル、タングステ

ン、錫など）の使用状況の開示を義務づける金融規制改革法

（ドッド・フランク法）が制定されました。

当社グループでは人権侵害行為に加担する意思はなく、サ

プライチェーンから紛争鉱物を可能な限り除外するよう努め

ています。

この活動を確実に実施するため、2012年9月～12月にお

取引先様に対し、使用している製錬所を特定する調査を実施

しました。調査結果については、当社のお客様に対しても開示

を行い、サプライチェーンを通じた責任ある鉱物調達の実現

に努めています。

1．平等な競争機会の提供
調達に関する情報を適時・適切に発信し、購買取引を望
まれる国内外の全ての企業様に平等に競争の機会を提
供します。

2．公正なパートナー様の評価・選定
お取引先様の評価・選定は、経営の信頼性、調達品等の
価格・品質・納期・先進的な技術力はもとよりCSRの視
点等を加味し、総合的に行います。

3．相互の信頼
お取引先様とのコミュニケーションを大切にし、永く共
に信頼、発展できる関係づくりに努力します。

4．情報の管理・保護
資材取引を通じて知り得た情報の価値を認識し、適正
に管理します。

調達方針

　私ども新光商事株式会社は、創業の精神である社是 「信用を重ん
じ、勤勉・誠実・奉仕の精神に徹する」、「日常の仕事を通じ、新しい文
化の創造に参画し、社会に貢献する」、「事業の限りない発展と、社員
の豊かな生活を実現する」という基本理念のもと、業務の適正を確
保する内部統制システムを構築し、さらに、「企業行動規範」を制定
しております。ルネサスエレクトロニクス株式会社様のご指導により、
ISO/TS16949の認定を取得し、お取引先様へのCS向上にも努め
ております。今後もルネサスエレクトロニクス株式会社様とともに、グ
ローバル企業として、持続可能な社会づくりに貢献してまいります。

新光商事株式会社 営業支援室 室長

関川 博之様

　私ども三信電気は、国内外メーカーの半導体や電子部品、電
子機器を幅広く取り扱うエレクトロニクスの専門商社として、お
客様のニーズに適った製品ならびにソリューションをご提供し
ております。その中でもルネサスエレクトロニクス株式会社様は
当社グループ最大の仕入先であり、私どもの成長戦略を進める
上で非常に重要なパートナーであります。ルネサスエレクトロニ
クス株式会社様の競争力ある製品と当社が長年培ってきたソ
リューション提案力がより大きなシナジーを発揮できるよう、今
後も連携を強めてまいりたいと考えております。

三信電気株式会社 財経本部 副本部長

桐山 芳信様

しています。

また、当社のCSRに対する考え方をより一層ご理解いただ

き、共通の視点に立った活動を推進していただくため、2012

年度末に「サプライチェーン向けCSR推進ガイドブック」を作

成、配布しました。

販売パートナー様の声

CSR調達活動

japan.renesas.com/comp/procurement/csr/index.jsp
Web

CSRに関するお願い

国内外販売パートナーとの連携
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求められる人材像

全社教育体系

企業理念

企業ビジョン

●積極果敢に問題を解決する
●叡智の結集と協働を実践する
●創造と変革への挑戦をし続ける

能力
１．創造力
２．専門力
３．コミュニケーション力

行動特性
４．変革への挑戦
５．グローバルな市場・顧客志向
６．スピード（決断・合議形成）

７．企業倫理
８．収益・コスト志向
９．リーダーシップとチームワーク

求められる人材像
－世界で勝ち抜く行動力を発揮する人材－

ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

従業員が明るく働ける会社を目指し、適切なコミュニケーションを通じ、相互に信頼しあい、一人ひとりがその能力を十分に発揮でき
る職場を整備していきます。

障がい者雇用率　経年データ

育児休職制度利用者　経年データ
2.5

2.0

1.5

0 2010 2011 2012

2.05 2.01
1.88

（%）

（年度平均）

法定雇用率1.8%
2010年度 2011年度 2012年度

育児休職
利用者数

男性 2 3 1

女性 147 154 121

計 149 157 122

新人 担当者〜係長 課長〜

階層別教育 新入社員研修
1年目振返り研修　研修成果報告

新任係長級研修
育成担当者研修 新任課長級研修

職能
研修

技術
教育

基礎コース
基礎コース（実習）

専門コース（約100講座）　スキルチェックトライアル
システム・組込みSW研修・デジタル回路研修・アナログ回路研修

営業
教育

営業事例研修
営業実務／スキル／技術知識（約60講座）

技能
教育 基幹職新人研修 生産リーダー育成研修

保全技能者育成研修　社内技能検定

国際化
教育

海外留学／海外業務研修／海外短期派遣

英語セミナー　社内英語検定（TOEIC）

ビジネス
スキル教育 ロジカルシンキング・プレゼンテーション研修

共通教育 CSR教育

自己啓発支援 通信教育（語学・スキル・資格）　語学研修（英語・中国語）

キャリア
開発支援 キャリア研修

講演会 ルネサス従業員として
“いい仕事”をしていくために

できないと諦めずに壁を突破するブレークスルー
個人と組織を動かす対人スキル

強い組織力を生み出すには
自律的行動を起こさせるリーダーの役割
多様性を受け入れるチームビルディング

社会性報告

従
業
員
と
と
も
に

従業員とともに

当社が継続的に成長・発展し、広く社会に貢献していくため

には、従業員一人ひとりの成長と活躍が不可欠です。当社で

は求められる人材像を策定し、その実現に向けた教育体系を

整備しています。また、グループ全社の人材育成を促進する

組織として「全社人材開発委員会」を年2回開催し、当社の企

業理念、ビジョン達成、求められる人材像の実現に向けたグ

ローバルレベルでの人材育成施策の議論、予算配分などを

行っています。

事業の急速なグローバル化により、海外顧客や海外現地法

人との緊密なコミュニケーションが必要となっており、特にビ

ジネス上共通性の高い英語については、管理職・総合職全員

のTOEIC受験必須化、目標点の設置、英語学習法セミナーの

実施、自己啓発教育の拡充などを行い、英語力の向上を推進

しています。また各事業所にもそれぞれ事業所単位の人材開

当社グループは、多彩な人材の活用への取り組みを強化・

促進しています。国籍、性別、身体的なハンディキャップの有

無を問わず、誰もがそれぞれの能力を生かせる企業として、社

会に貢献できるよう、採用活動を行っていくことはもちろんの

こと、常にダイバーシティを意識し、女性雇用の推進などより

働きやすく・より魅力的な職場づくりを実施しています。

また、当社の障がい者雇用率は、2012年度は法定基準

（1.8%）を上回っていますが、2013年度は法定雇用率改定

（2.0%）もあり、当社グループも含めた雇用促進の取り組みを

強化・継続していきます。

従業員がやりがいのある仕事と充実した私生活のバランス

を図りながら、個々人の能力を最大限に発揮できるよう支援

するため、勤務制度、休暇・休職制度、福利制度などの中で多

くのファミリーサポート施策を展開しています。例えば、ボラン

ティア活動や、ケガや病気の治療、子供の学校行事への参加

など、休暇を多目的に利用できるようにしています。

当社グループは、「ルネサスエレクトロニクスグループCSR

憲章」、および「ルネサスエレクトロニクスグループ行動規範」

において、採用、人材育成、処遇など、雇用に関するすべての面

において人権を尊重し、人種、信条、性別、年齢、社会的身分、

門地、国籍、民族、宗教、障がいの有無などによる差別、差別的

言動を行わない均等な取扱いを行うこと、またセクシャルハラ

スメントなどや、強制労働および児童労働の禁止について明

示しています。加えて、国際的な指針に則った、高い倫理観に

よる企業運営は必須との考えから、国連グローバル・コンパク

トに賛同し、2008年3月より参加しました。これをグローバル

に事業を展開するグループ各社に周知徹底し、各国の関係法

令遵守は当然のこと、人権教育や啓発活動を行っています。

具体的には、人事担当役員をリーダーとし、各組織の部門

長を委員とする「全社人権啓発推進委員会」を年2回開催し、

当社では、従業員が加入する労働組合に対し、年2回、経営

方針や経営状況について説明を行い真摯に意見を交換して

います。また、長時間労働の防止、労働条件の改善や次世代

育成支援などの幅広い内容に関しても労使による委員会で活

動するなど、安定的な労使関係を構築しています。

また、国内グループ各社の労働組合とも各社労使の間で同

様の取り組みを行い、海外のグループ会社でも、各国の法令に

基づき労働組合や従業員の代表との意見交換を行っています。

活動計画を議論・承認し、実行しています。新人導入時研修、

各階層別研修、全従業員を対象とするWeb研修の実施や、人

権週間における行事等を通じての人権啓発の取り組み、ま

た、社内に設置した「均等取扱等相談窓口」についてポスター

掲示で従業員に周知するなど、相談しやすい環境づくりと適切

な対応に取り組んでいます。

多彩な人材の活用

人権尊重

ワーク・ライフバランス
人材開発と教育制度

発委員会を設け、本社で打ち出した人材育成方針を受けて、

現場レベルでの各施策に取り組んでいます。

労働組合とのコミュニケーション
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声かけ 相談

相談

相談

連携

相談

支援

相談

連絡

本　人

上　司 人事部門

外部医療機関

●産業保健スタッフ
●健康推進室
●カウンセリングルーム

社会貢献活動の年度支出実績

メンタルヘルス相談窓口の仕組み

総額
約1億円

地域社会 47%

教育 2%
環境 9%

社会福祉 39%

その他 3%

社会性報告

従
業
員
と
と
も
に
／
地
域
社
会
と
と
も
に

従業員とともに 地域社会とともに

労働安全衛生・健康管理

基本方針

「従業員の安全と健康を守り、安全で働きやすい快適な職

場環境を実現する」ことを基本方針として、各種の取り組みを

実施しています。

安全衛生への取り組み

当社では従業員の安全と健康を守り、働きがいのある快適

な職場環境を形成することを企業活動の基本として、安全衛

生活動を行っています。

安全衛生に関する各種の取り組みについては、各事業所・

グループ会社の安全衛生責任者からなる「全社安全衛生会

議」において審議・決定された「ルネサスエレクトロニクスグ

ループ防災安全衛生管理方針」に基づき、防災安全衛生活動

を推進しています。また、安全衛生に関する情報も当社グルー

プ内で共有化を図り、災害防止や衛生活動に活用しています。

安全活動の具体的な取り組みとしては、従業員によるリス

クアセスメントを実施し、災害リスクの抽出とその対策を実施

し、災害の未然防止を図る活動を推進しています。当社の生

産ラインを保有する事業所では、すでにOSHMS（労働安全

衛生マネジメントシステム）の認証を取得しています。

東日本大震災では、那珂事業所において設備・装置関係で

大きな被害がありましたが、日頃の安全対策や避難訓練など

の活動により、人的被害は極めて少ないものでした。

また、東日本大震災以降、当社グループ内で毎年3月11日を

「安心と信頼の日」と定め、一斉に職場と家庭の防災点検を実

施しています。

衛生活動では、「心の健康づくり」「過重労働対策」「健康保

持増進」を中心にさまざまな活動を実施しています。

メンタルヘルス対策への取り組み
ストレス社会といわれる現代では、体の健康と同時に心が

健康であり続けることが大切と認識されていますが、当社グ

ループにおいてもメンタルヘルス向上に向けた各種取り組み

の推進を図っています。

具体的には、①長時間労働者に対する産業医による面談・

指導の実施、②産業医・保健師や契約カウンセラーの診断・カ

ウンセリングを誰でも受けられるように相談窓口の整備、③産

業保健スタッフとの連携のもと、心の病になった従業員に対

し、休業開始から円滑に職場復帰できるまでの手順を「復職

するための手順」として標準化し、個々の従業員に応じてきめ

細やかな職場復帰支援の実施等を行っています。

また、ラインケアとして管理者に対する定期的なメンタルヘ

ルス教育を実施し、職場のメンタルヘルスケアに対する管理

者の意識・認識を高めたり、セルフケアとしてのストレス簡易

チェックシステムの活用促進、各種研修プログラムにメンタル

ヘルスに関する項目を盛り込むなど、従業員が「健康で、かつ

明るく、楽しく働ける会社」の実現を目指しています。

そのほかに、労働環境の違いからメンタル面での負荷が大

きいと考えられる海外出向の従業員とその家族に対するメン

タルヘルス相談窓口を設置し、併せて帰国時の健康診断の中

で心身両面の確認を実施しています。

メンタル不調の早期発見・早期治療につなげる施策ととも

に、予防に関する活動も推進しています。
2012年度の実績

当社は、日本経団連が1990年11月に設立した1%クラブ

の趣旨（経常利益の1%相当額以上を自主的に社会貢献活動

に支出する）に賛同し、各分野の社会貢献活動を積極的に展

開しています。

当社グループは、ものづくり教育を通じたエンジニア育成支援

活動を継続しており、中でも高校生を対象としたジャパンマイコ

ンカーラリー（JMCR）への支援は18年目を迎えました。マイコン

カーラリーは、高校生が手づくりのマイコン制御ロボットカーによ

りメカトロニクス技術の知識と経験を積むとともに、スピードを競

うもので、昨年度は全国の工業高校から2,570台が地区予選に

参加し、日本一を目指しました。これからもサポーターとして応援

を続けていきます。

国内の活動

当社グループは、社会貢献活動の基本方針を
以下のように定めています。

社会貢献活動の基本方針
1．�よき企業市民として、半導体事業と深い関わりのある地域環
境保全と地域社会活動への貢献を中心に活動を展開する。

2．�グローバルに事業を展開するルネサスエレクトロニクスグ
ループとして、企業イメージ向上に寄与する活動を実施する。

3．�ステークホルダーと協同で活動を推進し、ブランド価値向上
を図る。

社会貢献活動の基本方針

若きエンジニア支援
（マイコンカーラリー）

www.mcr.gr.jp/
Web

マイコンカーラリー公式サイト

www.youtube.com/user/RenesasMCR1

YouTube：RenesasMCR1

ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

当社は、「夢のある未来をつくる企業を目指し、叡智を集結し
た新技術により、地球と共生して人々が豊かに暮らせる社会
の実現に貢献します」という企業理念のもと、事業を通じて、
地球規模での豊かな社会づくりに貢献することを目指してお
り、さまざまな機会を通じて社会貢献活動に努めてきました。
今後も「企業は社会の一員である」との認識に立って、地域や
社会に対し企業市民としての責任を果たすため、従業員が無
理なく活動に参画できる体制を整備し、積極的に社会貢献活
動に取り組んでいきます。

ラインセンサ

走行用モータ
モータ制御ボード

方向制御サーボモータ

CPUボード
PWM制御による
モータ制御

ラインセンサによりコースの白線を読み、
マイコンで走りを制御する
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社会性報告

地
域
社
会
と
と
も
に

地域社会とともに

当社は、2013年5月東京都渋谷区立鉢山中学校で出前講座

「おもしろ数学講座」を実施しました。民間企業と教育現場の橋渡

しを行うNPO法人・おやじ日本からの依頼を受け、「バットスイン

グ速度測定器の原理説明と実演」を行いました。バットを振った

時に出力される加速度を当社のマイコンで瞬時積分してバットの

スイングを測定するもので、野球部の生徒が猛スピードでバット

を振ると会場から大歓声が上がるなど大いに盛り上がりました。

生徒たちの感想は「難しかったけどおもしろかった」「数学をもっと

勉強して理数系に進みたい」「プログラムを作ってみたい」など好

評で、数学への関心を高めた様子でした。

ソフトボール
■ 高崎事業所は、12月8日に女子ソフトボール部の選手たちによ

る地元の小・中・高校生を対象とした「ソフトボールジュニアク

リニック」を開催しました。ま

た、全国各地に出向き、ソフ

トボール普及およびジュニ

ア選手育成を行っています。

（計18回）

■ 西条事業所は、10月6日に「第4回ルネサスCUPソフトボール

大会」を開催しました。本大会は、企業と地域社会との交流を

図るとともに、小学生ソフトボール競技者の拡大を支援する目

的で開催しており、今回も愛媛県下より総勢15チームが熱戦

を繰り広げました。

バドミントン
■ ルネサスセミコンダクタ九州・山口所属のルネサスバドミントン

部では、毎年、小中学生を対象にバドミントン教室や練習見学

会を実施しており、2012年度は合計4回の開催で約540名の

子供たちが参加しました。夏休みに開催した熊本市内の小学

生向け教室では、初めのうちはなかなかうまく飛ばなかった

シャトルも、指導を受けるう

ちにだんだんときれいに飛ぶ

ようになり、暑い中、がんばっ

て参加した子供たちの笑顔

を見ることができました。

■ 高知事業所では、6月23日に「第28回ルネサスカップ『高知黒

潮ホテル』バドミントン大会」を開催しました。本大会は、若潮会

（高知事業所の従業員親睦団体）バドミントン部主催のブランド

アップ活動として、高知県内の初級～中級レベルのクラブを対

象に毎年開催しています。今大会には高知県内各地より254名

の方に参加いただき、ス

ポーツを通じて地域の

方 と々の交流を深めること

ができました。

ルネサスセミコンダクタ九州・山口の吹奏楽団では、毎年、社

会貢献の一環で地域での演奏活動を行っています。6月に熊本

市にある老人ホーム「白藤苑」を慰問しました。和やかな雰囲気

の中、「ワシントン・ポスト」や「坂本九メドレー」、「ふるさと」といっ

た懐かしく親しみのある曲を演奏し、皆さんに大変喜んでいただ

きました。9月は阿蘇の介

護老人保健施設で、3月

は地元川尻地区の文化行

事“うららコンサート”で演

奏しました。

ルネサスエレクトロニクスシンガポールでは、2013年1月4日

に21人の従業員ボランティアが、SUNBEAM PLACE（虐待や

育児放棄をされた児童の施設）に

おいて“春巻きづくり”や“おもちゃ

のオルガン製作”や“太陽光パネ

ル実験”などの教育プログラムを

30人以上の児童に行いました。

ルネサスエレクトロニクスアメリカ（REA）は、法務部門メン

バーがサンタクララ郡とサンマテオ郡のSecond Harvest 

Food Bankを支援し続けており、2月13日に恵まれない家庭の

ために食べ物の仕分けと配給

を行いました。

また、REAと従業員から約

＄6,000と255ポンドの食糧

を寄附しました。

ルネサスエレクトロニクス香港（REHK）は、2008年から香港

社会事業協会のケアリング・カンパニープログラムにおいて、“ケ

アリング・カンパニー賞”を受賞しています。この賞は、良質な労働

環境の提供、環境問題への取り組み、非営利団体との技術や知

識の共有といった活動によって優良企業市民として認められた香

港の企業に贈られる賞です。

2013年3月にREHKは、旧式または使われていないコンピュー

タや関連機材をカリタス（Caritas-HK Computer Workshop）

に寄贈しました。カリタスは、それらを再利用が可能なように修理

調整し、経済的に余裕がない学生などに提供しています。

高知事業所では、10月20日に『ルネサスフォレストランド

2012』を開催しました。本行事は、高知県、香美市と締結している

「協働の森づくり事業」のパートナーズ協定に基づき毎年開催し

ています。

当日は43名の方に参加いただ

き、ルネサスの森の整備状況等の

説明後、間伐体験を実施しました。

日常体験する機会のない間伐体

験は、参加者に大変好評でした。

鉢山中学校サタデースクール
「おもしろ数学講座」

スポーツを通した次世代育成

吹奏楽を通しての地域交流
〜ルネサスセミコンダクタ九州・山口〜

ルネサスフォレストランド2012開催
〜高知事業所〜

西条事業所では、7月29日に西条市教育委員会主催による「カ

ブトガニ探検隊（河原津海岸）」に11名が参加しました。

海岸の清掃や干潟探索などを行いましたが、特に「生きている

化石」といわれるカブトガ

ニ幼生の放流の際は、実

際に見たり触れたりするこ

とができ、貴重な体験に子

供たちも大喜びでした。

「カブトガニ探検隊」参加
〜西条事業所〜

児童施設訪問
〜シンガポール〜

フードバンク活動
〜アメリカ〜

“Caring Company賞”受賞
〜香港〜

海外の活動

高崎事業所では、老人ホーム「長寿荘」を訪問し、約60台の車

いすの清掃・修理（車輪の虫ゴム交換、空気圧チェックおよび給油

など）を行いました。2012

年で11回目を迎え、老人

ホームを運営する社会福

祉法人豊生会から感謝状

をいただきました。

車いす清掃ボランティア
〜高崎事業所〜

スイング測定器の説明を聞く生徒たち バットを振る生徒
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ルネサスエレクトロニクスグループの考え方

　近年、世界的に環境への関心は高まっており、地球温暖化防止や廃棄物からの化学汚染の防止、製品に含有されている化学物質規
制など、国際的な議論が進められています。一方では国内の火力発電の稼働増加によるCO2排出量の増加が不可避となるなど、エネ
ルギーの創生と環境負荷の関係がますます重要になってきています。
　当社グループは、事業活動において関係する産業界と協調した目標を掲げて、環境負荷削減を推進しています。また、お客様のシス
テムの一部として環境に貢献できるよう、省エネ性能、環境配慮に優れた製品を開発し提供しています。
　当社グループの環境活動は、会長兼CEOをはじめとした経営トップ層で構成されるCSR推進委員会で審議され、ここで決定された
環境方針や環境計画などのすべての取り組みは、環境担当役員主催による環境推進会議によって当社グループ内に展開されます。

（会長兼CEO主催）

（環境担当役員主催）

CSR推進委員会

環境推進会議

エコマネジメント

工場を中心とした
環境負荷低減 

情報開示と
社内啓発

エコ
コミュニケーション活動

エコ
ファクトリー活動

環境配慮型製品
の創出

エコ
プロダクト活動

わたしたちは、全ての事業活動を通じて、人と環境との調和を図ります。

1. 研究開発・設計・調達・生産・販売・流通・使用・廃棄にいたる全ライフサイクルで
 環境に配慮した半導体製品を創出し、社会に貢献します。
2. 環境負荷の低減と汚染の防止に努め、万一、問題が生じた場合には、適切な措置を講じ、情報を公開します。
3. 環境関連法令・条例・協定などを順守し、コンプライアンスに取り組みます。
4. ステークホルダーへの環境情報開示を図り、社会との相互理解のためにコミュニケーションを進めます。
5. 環境について理解を深め、事業活動との調和を図る職場風土を醸成します。

環境行動指針

環境基本理念

環境に配慮した製品と
ものづくりによるステークホルダーへの貢献

環境担当執行役員  野木村 修

皆様の生活のありとあらゆるところで使われている電気、この電気を効果的に使うために当社

の半導体製品が広く使われています。半導体製品の環境配慮として、製品自身の低消費電力化

はもとより、きめの細かいエネルギー制御を実現する半導体製品は、お客様の機器の省エネ性能

を従来より向上させるお手伝いをしています。さらにこれらの半導体製品は、廃棄されるまで地球

環境への影響に配慮した設計を行い、お客様に快適に使用していただけるよう心がけています。

一方、半導体製品の省エネに欠かせない微細化のために、塵埃を極限まで排除したクリーンルー

ムや高精度のハイテク機器を使って、信頼できる製品を安定的に供給するよう努めています。

この結果、生産活動は大量エネルギー消費として、環境負荷が大きいのが実態です。従って、こ

うしたものづくりの現場である当社グループの各工場では、省エネ機器の導入や装置の最適化を

図り、徹底的なエネルギー効率を追求しています。さらに、工場からの排出物については法令より

も厳しい自主基準を設け、地域に快適な環境を提供するよう管理を徹底しています。

このようにして、お客様に最高の品質と最高の性能でかつ省エネ・環境負荷フリーな製品を、ク

リーンで高効率なものづくりの現場で、これからも供給していきます。

Message環 境 担 当 役 員

ル
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ス
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ト
ロ
ニ
ク
ス
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プ
の
環
境
活
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環境活動の3本柱
環境活動において大切な課題は、①法令の遵守 ②環境負

荷の低減 ③環境に優しい製品の開発 ④ステークホルダーと

の良好な関係維持などが挙げられます。

 当社では、これらの課題に対し「エコファクトリー活動」「エ

コプロダクト活動」「エココミュニケーション活動」を環境活動

の3本柱として、「エコマネジメント」と呼ぶ、環境管理システム

を基盤とした全員参加の環境経営を推進しています。
● �エコファクトリー活動：温室効果ガスの排出抑制、製造時に

使用する化学物質管理により、生産工場の環境への負荷を
低減する活動

● �エコプロダクト活動：製品に含有する化学物質管理、低消
費電力製品の開発など、製品のライフサイクルで環境に配慮
した半導体を提供する活動

● �エココミュニケーション活動：環境教育による従業員への
意識啓発と、社会に対して当社の環境情報を広く公開する
活動

環境報告
ルネサスエレクトロニクスグループの環境活動

環境活動の3本柱

項目 2012年度の目標 2012年度実績 評価 2013年度の目標

エコマネジメント
●  本社5事業所のEMS統合 ●  本社5事業所のEMS統合 ◎

●  生産拠点のISO14001認証 
統合推進●  生産拠点のISO14001認証 

統合推進
●  計画3拠点の統合完了 ◎

エコ
ファクトリー
活動

●  CO2排出量削減 
実質生産高原単位65%以下

●  84.1%＊1 ×
＊2 ●  ポスト京都議定書に対応した 

電気・電子4団体行動計画の順守

●  PFC＊3排出量 
95年実績の90％以下

●  PFC排出量 
95年実績の31% ◎ ●  PFC＊3排出量の削減

エコ
プロダクト
活動

●  環境配慮型製品認定制度の制定 ●  アセスメント手法統一完了 ◎
●  法規制、自主規制物質への対応

●  法規制、自主規制物質への対応
●  国内外規制、国内法改正に 
的確に対応 ◎

エコ
コミュニ
ケーション
活動

●  環境報告書発行 ●  環境報告書発行、Web充実 ◎ ●  環境報告書発行

●  環境教育教材の充実 ●  階層別教育教材の充実 ◎ ●  環境教育教材の充実

●  環境社会貢献活動の継続 ●  活動実施（P22～24をご参照ください） ◎ ●  環境社会貢献活動の継続

＊1：2010年度実績値計算時の排出係数を使用
＊2：電力換算係数の悪化が主な要因
＊3�PFC：PerFluoro Compounds パーフルオロ化合物（半導体業界ではCHF3､CF4､C2F6､C3F8､C4F8､SF6､NF3を指定しています。）

2012年度の活動実績と2013年度の目標
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（百万円） 2011年度 2012年度2010年度

投資 費用 経済効果

電力 2,359GWh
A重油 11,124kℓ
灯油 4,849kℓ
LPG 3,694トン
都市ガス 26,054千m3

電力 358GWh
軽油 51kℓ
LPG 47トン
天然ガス 112トン
蒸気 34千トン

エネルギー起源のCO2排出量

万GJ2,552 万GJ380

トン
2,929

千m3
37,781

千m3
2,689

トン
2,197

国内：PRTR対象物質
海外：主要部材の主な構成物質

国内 海外

水
40,470千m3

化学物質
5,126トン

エネルギー
2,932万GJ

ルネサスエレクトロニクスグループの生産活動

OUTPUT

INPUT

ウエハー加工工程 組立検査工程
製品

輸送

CO2
1,497千トン

排水
20,916千m3

（内訳） （内訳）

千トン
1,249

千トン
248

千m3
19,881

千m3
1,035

廃棄物
35,016トン

トン
30,994

トン
4,022

環境負荷の概要

集計結果

環境会計推移

オープニング会議の様子現場監査の様子

環境報告

エ
コ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動

エコマネジメント活動

当社グループの事業活動と環境負荷
当社グループが提供する半導体製品は、低消費電力化、

小型化を推進することで、お客様の製品・システムの省エネ

化、省資源化に貢献しています。これらの製品貢献によって

当社グループの事業活動は、地球温暖化の防止、資源の有

効活用といった地球環境保全活動につながっています。

その一方で生産活動では、「電力」「燃料」「化学物質」

「水」などのエネルギーや資源を大量に消費し、「廃棄物」「排

水」「排ガス」を発生させていることで、環境に対して大きな

負荷を与えています。

当社グループでは生産活動に伴うインプット量とアウト

プット量を詳細にとらえ計画的に削減活動を進めることで、

環境への負荷の低減を図っています。

当社グループは、限りある資源やエネルギーを有効に活用

し、効率よく製造された、環境に配慮した製品をお客様に提

供し続けます。

環境会計
2012年度の投資は、主なものとしては改正水質汚濁防止法対

策を実施しました。また、省エネルギー対策として、各種ポンプや空

調設備のインバータ制御、冷凍機の効率化などを行いました。費

用額のうち、大気汚染防止が1,251百万円、水質汚濁防止が

1,934百万円、廃棄物処理が911百万円となっています。経済効果

のうち、廃棄物の有価売却益が979百万円となっています。なお、

仮定的な計算に基づいて推計される経済効果は含めていません。

環境関連法令遵守体制と
環境マネジメントシステムの内部監査
当社グループは、環境関連法令の遵守状況、非常事態の準

備状況などの監査を行っています。2012年度は国内6拠点、

海外1拠点を対象に環境関連法令遵守をチェックしました。

一方、ISO14001のマネジメントシステムにおいては当社グ

ループ内の相互監査の仕組みを構築しており、2012年度は

12拠点で実施し、2013年度は16拠点で実施予定です。当社

グループは、環境マネジメントシステム審査員の資格を有す

るCEAR＊1認定を受けた監査員が在籍しており、信頼性の高

い監査を目指しています。

ISO14001認証

当社グループは国内全拠点、海外の全生産拠点と主要

な販売拠点で環境マネジメントシステムの国際規格であ

るISO14001の認証を取得しています。当社グループは

ISO14001認証の取得・継続を今後も効果的で効率的に

展開していきます。

japan.renesas.com/comp/csr_eco/eco/iso/index.jsp
Web

ISO14001の最新登録証は当社Webサイトで公開しています。

当社グループの事業所ならびに関係会社は2012年度も

環境へ影響を与える事件・事故で、罰金・過料を科された実

績はありませんでした。また、環境関連の訴訟を行っているこ

とも、受けていることもありません。
＊1 CEAR：環境マネジメントシステム審査員評価登録センター

項目 内容
環境保全コスト 効果

投資額
（百万円）

費用額
（百万円）

経済効果
（百万円） 環境負荷低減

事業
エリア内

公害防止 大気汚染防止、水質汚濁防止など 408 3,348 1,692

エネルギー削減
765.1GWh

地球環境保全 省エネ対策、地球温暖化防止など 144 713 1,186
資源循環 廃棄物減量化、節水、再利用などの資源の効率的利用 16 1,030 1,343

上・下流 グリーン調達、製品アセスメント、包装材の回収・リサイクルなど 0 0 ̶
管理活動 環境マネジメントの維持・運用、教育など 0 1,006 ̶
研究開発 製品、製造工程の環境負荷低減のための研究・開発 0 2 ̶
社会活動 地域ボランティア活動、環境保全を行う団体などへの寄付、支援 0 39 ̶
環境損傷 土壌・地下水汚染などの修復、環境保全に関わる補償金など 0 8 ̶

合計 568 6,146 4,221 —
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CO2排出量 実質生産高原単位
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空調送風機のインバータ制御導入による省エネ

空調送風機の風量を40％
絞って省エネする場合、ダン
パで制御しても9％の節電だ
がインバータ制御なら70％
節電可能。
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省エネによる温暖化防止
地球温暖化の防止を図るため、当社グループは半導体業

界の活動に積極的に参画し、電機・電子業界目標、および省

エネ法におけるエネルギー原単位の削減目標の達成に向け、

さまざまな省エネ活動を継続的に推進しています。

これらの目標を達成するために、ワーキンググループを組織

し、情報の共有、効果的な施策の社内展開を進めるとともに、

設備メーカーとの連携や業界活動を通じて、新たな省エネ施

策の検討を進めています。

CO2排出量の推移

2012年度のエネルギー起源CO2排出量は、前年度比

8.8%の減少となりましたが、実質生産高原単位は生産量減

少の影響もあり、2.1ポイントの増加となりました。

エネルギー起源のCO2排出量の目標値は、電機・電子業界

で掲げている「2012年度までに実質生産高原単位を1990

年度比65%以下にする（2008～2012年度平均値で達成す

る）」です。2012年度実質生産高原単位の実績は目標値に対

し、19.1ポイントの大幅な未達となり、2008～2012年度平

均値でも未達成となりました。これは原子力発電所の停止に

伴う火力発電割合の大幅な増加により、2011年度以降の電

力のCO2換算係数が約40%増加したことによるものです。

2013年度以降も電力需給のひっ迫が見込まれていること

から、引き続き節電を中心とした省エネ施策を積極的に推進

し、CO2排出量の削減に努めるとともに、日本経団連が推進す

る「低炭素社会実行計画」に賛同し、電機・電子業界活動に参

加することで、地球温暖化防止に取り組んでいきます。

温室効果ガスの排出量削減

事業活動に伴い排出される温室効果ガスには2種類ありま

す。電気や燃料の使用により排出されるエネルギー起源の

CO2と製造プロセスで使用されるPFC＊1ガスなどです。

当社グループでは、主に半導体製造工程で反応チャンバー

のクリーニングガスとしてPFCガスなどを使用しています。こ

れらのガスは分解されにくく、地球温暖化係数（GWP＊2）は約

5千から2万以上と高いため、その排出量削減が重要な課題

となっています。そのために、PFCガスの排出削減目標を設定

して地球温暖化防止に積極的に取り組んでいます。PFCガス

による温室効果を削減する方法として、①GWPの小さいガス

への変更、②工程を最適化することによるPFCガスの使用量

削減、③PFCガスを分解するための除害装置の設置などがあ

ります。当社グループではこれら3つの手法を組み合わせるこ

とで、排出量の目標を2010年までに1995年実績の90%以

下にするための技術開発を行ってきました。

2012年は従来の目標を継続し、削減活動を推進してきま

した。生産量の影響はありますが、排出量は95年実績の約

31%となりました。継続した削減活動の推進により過去5年

間、削減目標を達成しており、温室効果ガスの排出量削減は

着実に成果をあげています。

今後、生産量の増加が見込まれますが、2013年以降も引

き続き、さらなる排出量削減の推進に取り組みます。
＊1： PerFluorocompound パーフルオロ化合物（半導体業界ではCF4､C2F6､C3F8､ 

CHF3､SF6､NF3､C4F8を指定しています）
＊2：Global Warming Potential 地球温暖化係数（CO2を1とした時の係数）

PFCガス GWP

CF4 5,700
C2F6 11,900
C3F8 8,600
C4F8 10,000
CHF3 12,000
SF6 22,200
NF3 10,800

京都議定書の削減対象の6ガス 半導体業界の削減対象の7ガス

CO2（二酸化炭素） エネルギー起源CO2として管理
CH4（メタン） 対象外

N2O（一酸化二窒素） 対象外
HFC（ハイドロフルオロカーボン） CHF3

PFC（パーフルオロカーボン） CF4，C2F6，C3F8，C4F8

SF6（六フッ化硫黄） SF6

対象外 NF3

PFCガスと温暖化係数

対象PFCガス

生産ラインでのエネルギー削減

生産ラインでは、省エネ法におけるエネルギー削減目標へ

の対応も考慮して、エネルギー原単位の前年度比1%削減を

目指した活動を行っています。具体的には、ポンプ・ファンなど

のインバータ制御化、空調方法・設定の最適化、省エネタイプ

の冷凍機・ボイラーへの交換などの施策を計画的に実施しま

した。さらに、生産量に応じて設備の稼働を最適化しています。

2012年度の主な実施施策

省エネ効果、投資効果を考慮し、効果的な施策を優先的に

実施しています。

2012年度の主な施策としては、以下を実施しました。
● 排熱回収システムの効率化
● 空調室外機の遮熱対策
● 冷凍機の効率化
●ポンプの省電力化
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2012年度 PRTR対象物質＊3収支結果

化学物質総取扱量

（2,735トン）2,197トン

（66トン）49トン

除害・除去

（1,434トン）1,071トン
消費（製品）

（200トン）203トン

河川 下水道 廃棄物＊4 リサイクル（有価物のみ）

大気排出

（26トン）
22トン

（3トン）3トン （660トン）532トン （346トン）316トン

（　）の数値は2011年度収支結果
1トン未満を四捨五入しています。
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化学物質管理
化学物質の使用実態を把握し、継続的に環境中への排出

削減に努めています。当社グループはグリーン調達や法規制

情報に基づく化学物質データベースを基盤として各種アセス

メントを実施しています。さらに使用している化学物質の総量

を把握するとともに、有害性という観点から使用量と排出量

を管理しています。このようにしてグリーン製品やエコファクト

リーにつながる研究・開発を行っています。リスク管理として

は、PRTR法＊1対象物質取扱量で数値の切り捨てをしない収

支管理を行っています。また、VOC＊2についてもPRTR法対象

物質と同様の管理強化を行っています。収支結果は行政への

報告だけでなく、解析し、化学物質の代替化や排出量削減に

向けた活動にフィードバックしています。
＊1： Pollutant Release and Transfer Register 特定化学物質の環境への排出量の把

握等及び管理の改善に関する法律（化学物質排出量把握管理促進法）
＊2：Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物

VOC排出量削減活動

当社グループは化学物質の排出削減活動を継続的に推進

しています。イソプロピルアルコールやキシレンなどのVOC

は、有機系排ガスを処理する設備にて可能な限り無害化した

のち工場から放出しています。また、製造プロセスの最適化や

効率的な生産設備の運用を行い、継続してVOC排出削減に

取り組みました。2012年度のVOC排出量は、2000年度比約

32%と大幅に減少し、これまでの対策が着実な成果をあげて

います。今後も引き続き、当社グループは製造プロセスのさら

なる最適化などでVOCの排出量削減に積極的に取り組んで

いきます。

水資源節約

当社グループは、水を積極的にリサイクルし、活用すること

で、水資源の節約を行っています。

2012年度の実績は、年間使用水量37,781千m3、リサイク

ル率37.6％となりました。また、給水量は昨年度に比べ、

12.8％削減しました。

必要給水量とリサイクル率

廃棄物管理

当社グループは、2012年度の廃棄物管理の目標を、「ゼロ

エミッション（最終処分率1%未満）の継続」として活動した結

果、廃棄物の排出量に対して再資源化されずに最終処分され

る量の比率は0.59%となり、目標を達成しました。

また、産業廃棄物処理委託先を定期的に訪問し、委託した産

業廃棄物が適正に処理されていることを確認しています。今後

も、廃棄物処理の状況について、継続的に確認していきます。

PCB使用機器の管理については、法令に基づいて厳重な

保管・管理・届出を行っています。保管しているPCB廃棄物に

ついては2016年度までに順次計画的に処分する方針で、す

でに、PCB広域処理事業を行う日本環境安全事業株式会社

に対して当該装置の早期登録を完了しています。

廃棄物排出量と最終処分率の推移

物流面の環境活動

当社グループは、製品や廃棄物の運搬など輸送で消費され

るエネルギーの削減、および製品の包装材削減と再使用の推

進、また社有車・営業用車両のエコカーへの切り替えなど、物

流関連のさまざまな環境活動に取り組んでいます。

当社グループは、省エネ法（荷主義務）への対応から、輸送

に係るCO2排出量削減を推進しています。2012年度の主な

取り組みとして、国内倉庫（配送センター）の再編・統合を実

施し、効率的な運行・輸送へ見直しました。成果としては、国

内輸送量は前年度比6.6%減となりました。2013年度以降も

引き続き輸送エネルギーの削減に取り組んでいきます。

＊3：法改正に伴い、2010年度からPRTR法対象物質が変更されています
＊4：当社グループが費用を負担するリサイクルを含みます

オゾン層の保護

当社グループは、モントリオール議定書のグループⅠ（CFC＊5

など）およびグループⅡ（HCFC＊6）の対象となるオゾン層破壊物

質（ODS＊7）については、製造工程での使用を全廃しています。

さらに、冷凍機や冷蔵庫、エアコンなどで使用されている冷

媒用のフロンについても、モントリオール議定書の規制に合わ

せて計画的に使用量の削減、代替物質への切り替えを推進す

るとともに、対象機器の廃棄時にはODSを回収し、破壊処理

の実施を徹底しています。
＊5：Chlorofluorocarbon
＊6：Hydrochlorofluorocarbon
＊7：Ozone Depleting Substances

国内輸送量

年度 ルネサスエレクトロニクス グループ各社合計

2010　 1,712万トンキロ　 883万トンキロ　

2011　 1,255万トンキロ　 722万トンキロ　

2012　 1,178万トンキロ　 669万トンキロ　

31 32ルネサスエレクトロニクス CSRレポート 2013 ルネサスエレクトロニクス CSRレポート 2013



●環境負荷の高い資材、副資材を調達しない

●製造工程の短縮
●化学物質管理

●特定化学物質排除
●製品の小型化

調達段階

製造段階

使用段階

廃棄段階

●半導体製品自身の省エネ化（待機電力低減など）
●セットに組み込まれることで成し遂げられる
システムの省エネ化

NEWater施設見学NEWater施設見学風景

TOPICS―横河電機様にお聞きしました―
環境に優しい工場を実現し、システムの省エネに貢献するルネサスの技術
横河電機様はプラント操業の制御システム分野で、世界でも有数の業界リーダーです。
「弊社システムは、プラント全体の環境問題に直結しています。」（赤羽様談）との言葉通り、環境に優しい工場を実
現する横河電機様の制御システムには、ルネサスマイコンが採用されています。
「横河電機は、前世代の同等機よりも消費電力を下げるという指針があります。処理の増大につれて採用するマイコ
ンのクロック周波数は高くなってきていますが、それでも消費電力を下げて頂けることをルネサス社には期待していま
す。」（赤羽様談）と求められる、高性能化と低消費電力化の相反する性能を、ルネサスの技術力が実現しています。
また、グローバルに向けて提供される同社システムには、ルネサスマイコンのRoHS指令適合が必要不可欠です。

横河電機株式会社
IAプラットフォーム
事業本部 システム事業部
PAハードウェア技術部
マネージャー

赤羽 国治様
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エコプロダクト活動

海外での取り組み
海外生産拠点でも当社グループの環境基本理念に基づいて、ISO14001環境マネジメントを活用し環境活動に取り組んでいます。

目標値・具体策は各地域の法規制や業界活動に適応するよう各生産拠点で決めています。

ルネサスセミコンダクタシンガポール

ルネサスセミコンダクタシンガポールは、NEWater＊1の施設

（高品質再生水処理）を訪れ、シンガポールの現状および将来

の水資源事情について学びました。シンガポールの水事情を

通して水の大切さ、環境保護の意識を高めています。
＊1 �NEWater：シンガポール政府公益事業庁（PUB）は、自国で水資源を確保するため下

水を再生水として使用するNEWater計画を推進しています。 
現在工業用水や間接的飲用水にこのNEWaterが使用され始めています。 
(参考)http://www.pub.gov.sg/water/newater/Pages/default.aspx

環境配慮型製品の創出
当社は環境に配慮した製品を積極的に提供することで、地

球環境に貢献しています。製品の開発・設計段階における環

境配慮が重要と考え、設計フローに環境負荷改善度を評価す

る製品環境アセスメントを組み入れています。半導体製品は、

それ自体の性能を向上し、お客様のシステムに組み込まれる

ことで、お客様サイドの製品の小型化・省エネに貢献していま

す。最終的にその製品を使用されるお客様の環境負荷も低減

されます。

環境関連法規への対応
当社の半導体製品は、自動車、家電製品、モバイル機器、IT

機器、通信機器など多くの製品に搭載され、世界各国で使用

されます。このため、製品に係る環境関連法規を遵守すべく主

要国の法規制の情報を入手し、対応しています。

主要な海外環境関連法規と当社の対応状況

欧州のRoHS指令＊2やELV指令＊3では、含有禁止物質の閾

値（しきいち：規格値または限界値）が定められています。この

ため、半導体製品を構成する部材について、お取引先様から

分析データと禁止物質非含有報告書などをいただくととも

に、当社においても製品の分析をすることで閾値以下であるこ

とを確認しています。

中国での取り組み
中国の電子情報製品汚染抑制管理弁法（中国版RoHS）で

は、指定された有毒・有害物質を含有する場合はその物質と

環境保護期限（安全に使用できる期限）の表示を求めていま

す。半導体製品は小さな部品であり、表面に直接マークを表

示することは困難なため、物質の種類ごとの含有情報や環境

保護期限については、下記のサイトに情報を掲載するととも

に、販売関係会社および特約店を通じて情報提供を行ってい

ます。

japan.renesas.com/products/lead/specific_info/el/china_rohs_list/index.jsp
Web

中国版RoHS指令対応の製品リスト

欧州での取り組み
当社の半導体製品は、化学物質を意図的に放出することの

ないアーティクル（完成品）のため、欧州REACH規則＊4の登

録義務はありません。また、高懸念物質（SVHC＊5）の含有情報

については、サプライチェーンから情報を入手し、共通データ

ベース（JAMP＊6など）を通じてお客様に提供しています。

今後も、海外法規制に係る情報の把握に努め、適切に対応

していきます。
＊2��RoHS指令：電気・電子機器に対する特定有害物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、

臭素系難燃剤（PBB、PBDE））の含有を制限するEUの指令
＊3�ELV指令：自動車に対する鉛、水銀、カドミウム、六価クロムの含有を制限するEUの指令
＊4��REACH規則：EU域内にて化学品を製造、輸入する場合に登録、評価を義務付け、高

懸念物質については認可、さらにリスクの高い物質には禁止などの制限を設ける規則
＊5�SVHC：高懸念物質（健康や安全に害をおよぼす恐れのある物質）
＊6�JAMP：製品の含有化学物質に関する情報開示を推進する協議会

エコプロダクト活動
お客様からの当社半導体製品への環境に関するご要求が、

年々厳しさを増しています。それに対応すべく、当社グループ

はエコプロダクト活動を推進しています。製品のエコプロダク

トを実現するには、調達→製造→使用→廃棄といった製品の

ライフサイクル全ステージで環境負荷を低減するために、開

発・設計段階からさまざまな工夫を凝らすことが重要です。

当社グループのエコプロダクトは、製品環境負荷低減策を

トータルで評価する製品環境アセスメントの実施により、実現

しています。製品環境アセスメントは、開発時と量産前の2段

階に分けて検証・評価しています。

各段階でのエコプロダクト活動
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「打ち水大作戦」の様子 「打ち水大作戦」効果

環境教育実施の様子

サイトレポートの例

環境報告

エ
コ
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
活
動

エココミュニケーション活動

地域住民とのコミュニケーション

高崎事業所は、恒例となっている地域自治会の区長をお招

きして、事業所の環境に関する視察会を行いました。また市内

の小学生や県内の高校生徒による事業所見学会も実施して

います。

地域支援活動の一環として、高崎市主催の「高崎市クリー

ンアップキャンペーン」に参加し清掃活動を行いました。

日本ビル事業所では、毎年恒例の「打ち水大作戦」に参加

するなど、そのほかの事業所や関連会社でも地域行事への積

極的な参加や工場周辺の美化活動などを実施しています。

環境教育

教育体系

当社グループは、一般教育と専門教育、ISO14001に関す

る環境マネジメントシステム教育を実施しています。

一般教育として、全従業員を対象に当社従業員として必要

な環境基礎知識を習得する教育をeラーニングなどで実施し

ています。

専門教育では職務に必要な専門的環境知識の習得を目的

とし､職能別（開発・設計･営業･製造）に特化した内容の教育

を実施しています。

ISO14001に関する教育は､その仕組みの理解や内部監査

員の養成を目的としています。

環境教育体系

2012年度の実績

製造部門向けに作成した当社グループ共通教材を使い、

管理者・エンジニアとライン技能者に分けて階層別に教育を

実施しました。これらの教材は、常に最新の環境情報を盛り込

んだり、教育実施の結果をフィードバックするなど定期的に見

直しています。当社グループ全従業員を対象とした環境基礎

教育eラーニングは、各部門活動において目的目標としている

場合が多く、93％という

高い受講率と良好な理

解度を達成しています。

環境教育受講者の声
●  環境問題をあまり意識せず作業していましたが、私た

ちの仕事と環境影響との関わりが大きいことがよく理
解できました。

●  グリーン経済について理解していたつもりでしたが、こ
の教育を通し実態情報が不足していたことがわかりま
した。本来業務にいかせます。

●  スマート化促進に向けての問題解決方法について、組
織的に進めていく必要があると思いました。

環境に関するトラブル事象
2012年度において、2件の環境事故が発生しました。これらの情報は、該
当拠点のみならず、当社グループ各拠点に展開し、同様事故の再発防止
を実施いたしました。
・ 河川放流水配管破損事故

ルネサス山形セミコンダクタの鶴岡工場において10月11日（木）、亀裂
の発生した配管の交換作業中に、排水処理後の河川放流水を配管下
の土壌露出帯に噴出させてしまいました。土壌表層に溜まった漏洩水
の全量を回収し、漏洩した排水と浸水エリアの土壌分析を実施した結
果、法規制に基づく基準値未満であり、環境汚染が無い事を確認しま
した。山形県庄内総合支庁に対し、事故報告書を提出するとともに、分
析結果の報告も実施しました。本件に関し、原因の分析と対策の検討
を行い、その内容を水平展開する事で再発防止を実施しました。

・ 河川放流口の大腸菌群数法規制値超過事故
ルネサスセミコンダクタ九州・山口の熊本川尻工場において、河川放流
口の排水分析した結果、2月15日（金）に大腸菌群数の規制値超過が
判明しました。熊本市への報告とともに、汚染源の特定、対策の検討と
並行し、流出防止対策として殺菌剤の投入を実施することで、2月18日

（月）以降放流口での大腸菌群数は0となりました。
汚染源対策と監視体制の再構築により再発防止を実施しました。

社外表彰など

文部科学大臣表彰�創意工夫功労者賞
ルネサスセミコンダクタ九州・山口の2名、高知事業所・西

条事業所・那珂事業所それぞれ1名、高崎事業所では5名が、

平成24年度 文部科学大臣表彰 創意工夫功労者賞を受賞

しました。この賞は、優れた創意工夫によって各職域における

技術の改善向上に貢献した人を表彰するもので、本来業務改

善による環境効果も大きく期待されています。

CO2吸収認定書
当社グループは、各地で森林保全活動を行っています。

2012年度は下記のCO2吸収認定書をいただきました。

サイトレポートの発行

国内拠点、グループ会社は主に地域住民の方に向けてサイ

トレポートを発行しています。
●ルネサスエレクトロニクス株式会社 那珂事業所
●ルネサス山形セミコンダクタ株式会社
●ルネサス関西セミコンダクタ株式会社
●ルネサスセミコンダクタ九州・山口株式会社

教育名 目的 2013年度の目標

一般教育 環境への意識と 
知識の向上

●環境学習ライブラリー化推進
●  階層別教育 
（新入社員､新任主任､新任課長）
●環境基礎教育

専門教育 職務に必要な 
環境知識の習得

●開発･設計・営業部門環境教育
●営業実務者環境教育
●製造部門環境教育

ISO14001 
教育

●  ISO14001の 
仕組みの理解

●内部監査員の養成

● ISO14001基礎教育
●内部監査員教育

拠点 交付 CO2量

本社 神奈川県
2010年10月から
5年間で247トン-CO2

（森林CO2吸収量算定書）

高知事業所 高知県 28トン-CO2

（高知県 CO2吸収証書）

ルネサスセミコンダクタ
九州・山口
熊本川尻工場

熊本県 28.6トン-CO2

（熊本県森林吸収量認証書）

高知CO2吸収証書授与の様子 熊本県森林吸収量認証書

さ ま ざ ま な 情 報 発 信

ルネサス公式Facebookの開設
ルネサスとお客様、そしてお
客様間でのコミュニケーショ
ンの場として、SNS（ソーシャ
ル・ネットワーキング・サービ
ス）を活用しています。当社
社会貢献活動、シンボルス
ポーツ、展示会や最新製品
情報などをタイムリーにお届
けしています。

ルネサスエレクトロニクスが
誇る最先端技術や技術動
向、半導体についてやさしく
解説したコンテンツを掲載し
ています。新製品の紹介や
最新技術動向、エンジニアに
よる開発秘話やデモ解説な
ど旬な話題が満載です。

ルネサス半導体をマンガやアニメで紹介しています

www.facebook.com/Renesas.Japan

japan.renesas.
com/company_info/
manga/sp/
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当社は、会社法第362条第4項第6号ならびに会社法施行規則

第100条第1項および第3項に定める体制（当社グループにおける

業務の適正を確保するための体制を含み、内部統制システムとい

います）の整備に関する基本方針を取締役会で定めて運用すると

当社は、「リスク管理基本規則」を制定し、当社グループ全体のリ

スクマネジメントの体制を構築しています。

会社経営全般に関するさまざまなリスクは発生頻度や影響度を

考えて分類し、分類ごとに担当する部門を決定して日常のリスク管

理を行います。また、リスクが具現化した場合には、あらかじめ定め

た対応方針に基づき、状況に応じた対応組織を設置して損失の極

小化のための対応に当たります。

組んでいます。東日本大震災の体験や首都圏直下型地震や南海ト

ラフ地震の想定被害に基づき、東日本大震災前のBCPの総点検、

さらに見直しを進めました。

具体的には、従来から実施している安全対策、緊急時体制、被

害減対策、事業継続対策、早期復旧対策などの強化に加え、被災

時の復旧対策（復旧手順、担当者の明確化など）の充実、耐震強

化、代替生産ネットワークの拡充、お客様とのリスクコミュニケー

ション強化などです。これらの課題は、それぞれ関係する本社各部

門で対策を練り上げ、逐次実践・実施しています。また、全社の

BCP推進全体会議でその実施状況を報告し、各事業拠点にも展

開し、グループ全体で事業継続能力の向上を目指しています。

当社では、リスク管理体制強化の一環として事業継続計画

（Business Continuity Plan：BCP）を防災・危機管理の主軸と

位置づけています。グループ会社と一体となり、社員の安全を確保

するとともに継続的な製品・サービスの提供責任の履行ならびに

経営資源の保全を実現すべく、BCPの策定・強化に積極的に取り

海外におけるリスクマネジメントについては、各海外拠点を管掌

する本社部門および現地のリスク対策部門と協力し、リスク事象ご

との潜在的なリスクの洗い出し、対策の策定およびマニュアルの作

成を進めています。また、新型インフルエンザ発生やテロ活動の活

発化など、当社グループとして注意喚起ならびに情報共有すべき

事象については、当社が収集した情報を海外も含めた当社グルー

プの従業員に周知する仕組みを構築しています。さらに、当社グルー

プまたは当社グループ近隣で自然災害などの被害が発生した場合、

当社のリスク対策関係者で迅速に情報が共有される仕組みを構築

しており、グローバルなリスクマネジメントを推進しています。

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメントコーポレート・ガバナンス体制

CSRマネジメント

ともに、その整備・運用状況を報告しています。また、内部統制シス

テムに関わる重要なコンプライアンス違反行為については、「内部

統制推進委員会」を定期的に開催し、発生時の原因究明、再発防

止策等の審議、検討を行っています。

リスク管理の仕組み

内部統制システム

BCPの策定

海外でのリスクマネジメント

リスクマネジメント推進体制図

リスク
顕在化

危機管理
部門が検討

平常時 危機発生時

リスク顕在化せず対応状況のレビュー

計画 防止策 危機対応
リスク洗い出し・評価、
リスクマップ作成
リスク類型別
管理部門定義
対応レベルの定義

リスク類型別
管理部門による

モニタリングと防止・
リスク低減策 全社対応 複数危機管理

部門対応
当該危機管理
部門対応

レベル1
全社
緊急事態

レベル2
重大
経営危機

レベル3
その他
経営危機

役割 構成員 備考

取
締
役
会

●  経営上の重要な事項の 
意思決定

●  取締役の職務執行の 
監督

●  取締役3名

●  開催頻度としては、原則として月に1回、必要に応じ臨時に開催
●  付議案件については、原則として経営会議で事前審議を行うことに
より、審議を充実
※ 事業執行責任の明確化と意思決定の迅速化を図るため、執行役
員制度を導入するとともに、取締役会で定める執行役員の業務分
担事項等により適切な権限委譲を行っている。

監
査
役
会

●  取締役の職務執行の 
監査

●  監査方針等の決定
●  取締役の職務執行の 
監督

●  監査役3名（うち、社外監査役3名）
※ 監査役のうち2名は、財務および
会計に関する相当程度の知見を
有している。
※ 社外監査役のうち2名は、弁護士
および会計士であり、かつ独立性
を有している。

●  開催頻度としては、原則として月に1回、必要に応じ臨時に開催
※ 監査の実効性を高めるため、会計監査人、内部監査部門である内
部監査室との間で、監査に関わる情報収集や意見交換を行うな
ど、相互連携を図っている。

各会議体などの概要

選任・解任

選定・解職
監督

指示 監査

指示

選任・解任

選任・解任

報告

報告

監査

選任・解任

報告

連係

監査 連係

株主総会

会計監査人取締役会
取締役3名 監査役会

監査役3名（うち社外監査役3名）

事業部門・スタッフ・グループ会社等

監査役室

内部監査室

内部統制
推進委員会

情報管理・
セキュリティ
委員会

CSR
推進委員会

代表取締役

経営会議（重要案件の審議等）

執行役員8名（取締役兼務者含む）（業務の執行）

コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値を継続的に高めていくためには、経営を効率的に遂行するとともに、経営の健全性と透明性を確保することが重要で
あると認識し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、経営体制の整備および諸施策の実施に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンスに係る取り組みの詳細
Web

japan.renesas.com/ir/company/governance.html

（2013年6月30日現在）
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コンプライアンス

当社では、会長兼CEOを委員長とする内部統制推進委員会が

当社グループにおけるコンプライアンスに関する重要事項の審議・

決定を行っています。

コンプライアンス推進の全般に関わる事項は法務・コンプライア

ンス統括部が担当するとともに、コンプライアンス上のリスクの種

類ごとに主管部門を定めています。

当社の各部門長および国内グループ各社の社長は、各組織にお

ける責任者として、分野ごとに定められたコンプライアンス担当と

連携してコンプライアンス推進に必要な施策の策定・実施を行っ

ています。

コンプライアンス違反が発生した場合、各部門・国内グループ会

社は、当該分野を担当するコンプライアンス担当部門と法務・コン

プライアンス統括部長に速やかに報告し、報告を受けたコンプライ

アンス担当部門は、発生した事象の重要度に応じて関係担当役員

へ報告する仕組みとなっています。

分野ごとに定められた各コンプライアンス担当部門は、コンプラ

イアンス推進の基礎となる法令などの制定・改廃の動向を把握し、

規則・マニュアルの整備、教育・情報発信による啓発、モニタリング

の実施などを行っています。

法務・コンプライアンス統括部では、コンプライアンス全般に関

わる教育・啓発活動などを行っており、当社グループの社員を対象

としたアンケートなど（年に1回）を通じて、コンプライアンスの定着

状況を検証し、必要に応じてその結果を各コンプライアンス担当部

門と共有することで、コンプライアンス推進に必要な施策の見直し

に役立てています。

各部門・グループ会社においては、部門長・グループ会社社長で

ある責任者を補佐する推進者が中心となって、部門としてのコプラ

イアンス推進活動を行っています。

コンプライアンス上の問題が生じた際、なんらかの事情により上

司や関係部門に相談・報告ができない事態に備えて、問題を相談・

通報できる内部通報窓口「ルネサスエレクトロニクスグループホッ

トライン」を設置しています。

また、ホットラインの受付窓口を第三者機関にも設置し、資材取

引先および販売特約店の従業員・派遣社員の方からの通報・相談

も受け付けるとともに、相談・通報者の希望により匿名性を保障し

て、相談しやすい仕組みを構築しています。相談・通報者に対する

不利益処分の禁止などについて規則に定め、社内向けおよび社外

向けWebサイトに掲載し、安心して相談・通報できるよう配慮して

います。相談・通報内容は、会長兼CEOが委員長を務める内部統

制推進委員会に随時報告することで、経営トップがリスク情報を共

有できる仕組みとなっています。

当社グループの製品は、世界中の数多くの産業分野で活用され

ており、製品が国際的な平和および安全の維持を妨げる目的に利

用されることのないよう、日頃から適切な輸出管理を行う必要があ

ります。

当社グループでは、安全保障輸出管理に関する法令遵守はもち

ろんのこと、リスク管理の観点から自主的に実施すべき事項をコン

プライアンスプログラムに規定し、法令を超えたレベルの管理を

行っています。また、常に適正な状態が維持されるよう、国内・海外

全拠点に対する監査を定期的に実施しているほか、全従業員を対

象とした階層別・職能別教育を計画的に実施しています。

さらに当社は、東京税関から「AEO（Authorized Economic 

Operator）事業者」（セキュリティ管理を行うことができ、コンプラ

イアンスの優れた輸出者）として承認されています。

2007年6月に政府が「企業が反社会的勢力による被害を防止

するための指針」を公表するなど、反社会的勢力を排除する動き

は、近年、急速に拡大しています。当社も「行動規範」ならびに、「反

社会的取引の防止に関する基本規則」 により、従業員が反社会的

取引を行うことを禁止するとともに、反社会的取引を防止するため

の仕組みを構築しています。具体的には、各事業所・各関係会社に

自己検証委員会を設置し、自己規律をもって取引可否を判断し、反

当社グループでは、「個人情報保護方針」と「情報セキュリティポ

リシー」を制定しています。また、社内の各部門および国内グループ

各社には、責任者と推進者を設置し、この推進者が中心となって情

報管理活動を実施しています。

秘密情報ならびに個人情報の具体的な管理方法については、そ

れぞれ、「秘密情報管理基本規則」や「個人情報保護基本規則」に

詳細を定め、グループ全体として統一された基準で適切な管理に

努めています。また、万一、情報セキュリティ事故が発生した場合に

備えて、影響の拡大防止や再発防止策の対応を迅速に行う仕組み

を構築しています。

社会的取引の防止に努めています。また、各事業所長および各関

係会社の社長が、反社会的取引の有無および反社会的取引の防

止に関する運用状況を自己監査し、確認しています。

japan.renesas.com/privacy/
Web

個人情報保護方針

japan.renesas.com/comp/csr_eco/csr/management/security_policy/index.jsp

情報セキュリティポリシー

コンプライアンス推進活動

コンプライアンスに対する考え方

当社は、「コンプライアンス」とは「法令を遵守すること」のみをいうのではなく、「社会の要請に適応すること」も含むと考えています。そ
して、コンプライアンスの徹底は、企業が存続していく上で最も重要な活動の一つであると考えており、企業としての方針を当社グ
ループの全役員・従業員に浸透させ、これを実践しています。
実践に際し、当社ではグループ共通の規範として「ルネサスエレクトロニクスグループ行動規範」を策定し、法令および社内のルール
を遵守することはもとより、社会の倫理に従って企業活動を展開します。

コーポレート・ガバナンスに係る取り組みの詳細
Web

japan.renesas.com/comp/csr_eco/csr/management/compliance/index.jsp

主たるコンプライアンスリスク

不正受注、不正売上 下請法違反、偽装請負、
不正輸入、利益相反取引

不正輸出 コンピュータウイルス、ソフトウェアの
違法コピー、不正アクセス

誇大広告 他者の知的財産権の侵害

独禁法違反（カルテル他）、
反社会的勢力との取引、
秘密情報・個人情報漏洩、

インサイダー取引、社内での不正行為
製品不具合、製品データ捏造

粉飾決算 販売パートナーとの不適切な関係、
販売パートナーへの不正行為

人権侵害（セクハラ他）、労働災害、
不適切な接待・贈答、違法政治献金 環境破壊、特定有害物質混入

コンプライアンス推進体制

内部統制推進委員会（委員長：会長兼CEO）

当社各部門 国内グループ各社

相談・報告 相談・報告

支援

コンプライアンス担当部門

コンプライアンス推進体制図

コンプライアンスリスク一覧

ホットラインの仕組み

相談・通報窓口の設置

反社会的勢力に対する取り組み

安全保障輸出管理への取り組み

秘密情報の管理・個人情報の保護
通報

通報

通報

連絡
相談・通報者の希望により
実名・匿名選択可

通報

通報（実名のみ）

通報（実名のみ）

第三者機関
実名で
受け付け
本人確認を
するため

ルネサス
エレクトロニクス
グループ
ホットライン

法務・コンプライアンス
統括部（ ）

ルネサス
エレクトロニクス

国内グループ会社

資材取引先

特約店
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